農村女性政策の展開と多様化 -農林水産省における展開と都道府県における多様化- by 大内,雅利
明治大学社会科学研究所紀要
《特別研究(2014年度）》
農村女性政策の展開と多様化
ー農林水産省における展開と都道府県における多様化一
大内雅利＊
Development and diversification of policies on rural women 
目次
はじめに
第1章農林水産省における女性政策の展開
第1節女性政策の現状
1. 2つの視点
2. 「男女共同参画社会碁本法」における農村女性政策の位置づけ
3. 「食料・農業・農村基本法」における農村女性政策の位置づけ
第2節 農山漁村の女性に関する「中長期ピジョン」
1. 女性政策の起点としての「中長期ビジョン」
2. 「中長期ビジョン」の内容
(1)生活改善から女性の地位向上へ
(2)生活原理と人権原理
(3)職業としての農林水産業
(4)個人の能力の認定
3. 「中長期ビジョン」の農政
(1)ビジョンの策定経緯
(2)他の政策との関連
(3)推進体制としての普及事業
＊農学部教授
-145-
Masatoshi Ouchi 
第56巻第1号 2017年10月
第3節 「中長期ピジョン」から「女性の活躍推進」への展開
1. 女性政策の制度化
(1)農村女性政策における国と農林水産省の2元的な体系化
(2)農政における制度化の推進
2. 女性政策の新しい展開
(1)農業女子プロジェクト
(2)女性の農業就業人口の構造変化
3. 女性政策と普及事業
(1)普及事業体制の変化
(2)実行体制の変化の影響
第4節 農政における女性政策の展開
第2章都道府県における女性政策の多様化
第1節多様性の拡大
第2節山口県の農村女性政策
1. 女性政策の基本方向
(1)第4次山口県男女共同参画基本計画 (2016)
(2)やまぐち農林水産業活力創出行動計画 (2015)
(3)協同農業普及事業の実施に関する方針 (2015)
(4)第3次山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン (2016)
2. 女性政策の推進体制
(1)山口県における女性の就業構造
(2)山口県農林水産部農山漁村・女性対策推進室
(3)山口県農山漁村女性連携会議
(4)農山漁村女性起業支援
第3節長野県の農村女性政策
1. 女性政策の基本方向
(1)第4次長野県男女共同参画計画 (2016)
(2)第2期長野県食と農業農村振興計画改定版 (2013)
(3)協同普及事業の実施に関する方針 (2015)
(4)第5次長野県農村女性チャレンジプラン (2013)
2. 女性政策の推進体制
(1)農村女性の活動体制
(2)農村生活マイスター
-146-
明治大学社会科学研究所紀要
第4節福岡県の農村女性政策
1. 女性政策の基本方向
(1)第4次福岡県男女共同参画計画 (2016)
(2)福岡県農業・農村振典基本計画 (2012)
(3)協同農業普及事業の実施に関する方針 (2015)
2. 女性政策の推進体制
(1)女性農業者支援係の設置
(2)普及指導センター
第5節農村女性政策の多様化
おわりに
はじめに
農林水産省の農村女性政策は1990年代に入って、大きく変わった。きっかけとなったのが、 「農山
漁村の女性に関する中長期ビジョン懇談会報告書（中長期ビジョン）」 (1992)である。この中で農
村女性の地位向上が目指され、具体的な施策としては、家族経営協定の締結、農村女性起業、社会参
画が提唱された。そして1990年代は、＜農林水産省・都道府県・普及センター• 生活改善講座• 生活
改善実行グループ・農村女性＞という流れのもとで、ビジョンの実現が図られた（大内、 2012、
p .217)。また農政の外においては男女共同参画の動きが進行していた。
しかし2000年代に入ると、女性政策の推進体制に大きな変更が加えられた。推進体制の中核となっ
た普及制度が変わり、都道府県の裁量が増大した。普及制度をめぐる都道府県間の格差が顕在化し、
都道府県農政における女性政策も多様化した。
そして近年は農林水産省の農業女子プロジェクトが話題となり、女性政策の焦点は参画から経営に
移った。背景には若手女性農業者の激減がある。
本論はこのような1990年以降の動きを背景に、農村女性政策の展開と多様化の究明を試みる。一つ
は、農林水産省レベルにおける女性政策の展開であり、もう一つは都道府県レベルにおける女性政策
の多様化である。展開と多様化に焦点を当て、それぞれが明瞭に対比されるよう類型化を目指した。
あらかじめ注意すれば、農林水産省の女性政策の展開は3時期に分け、都道府県の多様化は3類型
を掲げた。都道府県の3類型は山口県、長野県、福岡県を事例として取り上げる。そして3時期と 3類
型は対応する内容となっている。農林水産省の政策の展開は第1章で扱い、都道府県の多様化は第2章
で扱う。
先のく農林水産省·都道府県・普及センター• 生活改善講座• 生活改善実行グループ・農村女性＞
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という政策の流れでいえば、農林水産省と都道府県（普及センター•生活講座•生活改善グループ）
が分析の焦点となる。都道府県は農村女性政策の推進において、農村女性に直接に相対するという最
前線に位置し、極めて重要な役割をもつ。今回は政策に焦点を当て、その対象となる農村女性につい
ては特に触れない。
全体を支配するキーワードは「見える化」である。内閣府男女共同参画局ホームページにも「女性
の活躍状況の「見える化』」のページ (I)がある。ここでは女性の活躍を広報することを「見える化」
としているが、本論においては「見える化」を広く定義する。すなわち「見える化」とは「社会的な
存在として形を与えること」である。私的な存在としてではない。私的には実権を有していても、社
会的には見える形を与えられていないことも多い。また社会的な存在という形の与え方もいろいろあ
る。後述するように、人権、制度、称号、リストアップなどである。形を与えるためには社会的な仕
組を整えなければならない。このような意味において、女性政策の展開や多様化とは、 「見える化」
の展開であり多様化である。
なお表題の農村女性という用語は最広義のものとして採用した。女性政策の対象をどのように定義
するかは、本文にあるように重要な視点である (2)。ここでは最広義の語を表題に用いたとだけ注意し
ておく。
第1章農林水産省における女性政策の展開
第1節女性政策の現状
1. 2つの視点
農林水産省の近年の女性政策の展開をみるために、 2015年の現状から始める。次いで1992年の「中
長期ビジョン」に立ち戻り、最後に両者の相違を検討し、政策の方向を確かめる。
2015年の女性政策は、農林水産省のホームページにある「農林水産業における女性の活躍推進につ
いて」 （「女性の活躍推進」） （農林水産省経営局就農・女性課女性活躍推進室、 2016年6月） (3)が分か
りやすい。
(1) http://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/mierukasite.html (2016.9.13) ただし「見える化」は分かりやす
い表現であるだけに、使用には注意を要する。ここでは「見える化」を「社会的可視化」と置き換えて、説明を加えておこう。
第1に「可視」についてである。見える見えないの区別の一つの淵源は、イリイチのシャドウ・ワークである (1982)。それ
は賃労働と「ともに連れだって歴史の舞台に登場した」（同上、 p.218)が、歴史家に「発見」されなければならなかった（同上、
p.220)。そして中長期ビジョンでは「女性の姿がはっきりと見えるような社会をつくりあげること」がうたわれた (p.34)。す
なわち可視は「発見」や「つくりあげ」られるものである。そして可視は映像などの視覚による場合もあるが、言葉が最重
要の役割を果たす。例えば情報の開示や制度の透明性もまた「可視」状態を示すが、ここでも言葉が情報や制度を見える
ようにしてくれる。さらにはシャドウ・ワークのような新しい概念も必要になろう。第2に可視「化」、すなわち見えるようにす
る社会主体の問題である。そこには「見える化」を図る主体もあれば、隠す主体もある。暴露やフレームアップもある。こ
こでは可視化する社会主体の視点や視角、さらにはその意図が問われる。このように可視化とは、基本的には言葉を使用す
ることによってなされる主体的な行動である。第3に「社会的」可視化の問題がある。特に社会の範囲であり、社会の領域
である。前者においては公と私が、後者においては経済・政治・政策・制度などがあげられよう。このように「見える化」は
分析的に考えれば多彩な面を有する。本論はこのうち主に第1と第3(特に政策と制度）の側面に関心がある。
(2) 天野 (2001、pp.21-32)
(3) http://www.maff.go.jp/j/keiei/pdf/meguji_2806.pdf (2016.8.6) 
-148-
明治大学社会科学研究所紀要
これによれば「農山漁村における女性関連施策の体系」は、 2015年に閣議決定された「第4次男女
共同参画基本計画」と「平成27年食料・農業・農村基本計画」の 2つの基本計画に依拠している。前
者はさらに「男女共同参画社会基本法 (1999)」に基づき、 5年ごとの策定を経て第4次に到った。
後者は「食料・農業・農村基本法 (1999)」に基づき、これまた概ね5年ごとに変更され、 4回目を
迎えた。このように「農山漁村における女性関連施策の体系」は2つの基本法に支えられている。
具体的な内容に入ろう。先に「男女共同参画社会基本法」を検討する。基本法には「農」という漢
字はなく、より抽象的な理念を謳う。すなわち基本法の目的は、 「（目的）第一条 この法律は、男
女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現すること」
にある。
基本法を受けて、 「農」という漢字はより具体的な基本計画に登場する。 「第4次男女共同参画基
本計画」の「第2部 施策の基本的方向と具体的な取組」においてである。 「I あらゆる分野におけ
る女性の活躍」のなかに「第4分野 地域・農山漁村、環境分野における男女共同参画の推進」とあ
り、ここに「農」という言葉が農山漁村として登場する。
すなわち「基本法」の人権と「基本計画」の農山漁村というように施策が構成される。基本法を優
先して、ここでの視点を人権原理と言おう。農山漁村は地域であり、女性の活躍すべき分野の一つと
位置付けられる。
人権原理は基本法のなかでは次のように言われる。 「（男女の人権の尊璽）第三条 男女共同参画
社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受け
ないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重される
ことを旨として、行われなければならない」と。
そして「男女共同参画社会の形成」とは以下のとおりである。 「男女が、社会の対等な構成貝とし
て、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が
均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社
会を形成することをいう」。
これに対して「食料・農業・農村基本法」には別の視点がある。 「男女共同参画社会基本法」では
「農」という漢字を確認したが、 「食料・農業・農村基本法」では「女」という漢字に注Hする。つ
まりそれは「見える化」の間題である。 「男女共同参画社会基本法」のなかに「農」がどのように
「見える化」されているのか、 「食料・農業・農村基本法」では「女」がどのように「見える化」さ
れているのか、相互の「見える化」が問題となる。
「食料・農業・晨村基本法」では「女」は「（女性の参画の促進）第二十六条」に次のように「見
える化」され、登場する。 「国は、男女が社会の対等な構成員としてあらゆる活動に参画する機会を
確保することが重要であることにかんがみ、女性の農業経営における役割を適正に評価するととも
に、女性が自らの意思によって農業経営及びこれに関連する活動に参画する機会を確保するための環
境整備を推進するものとする」。
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この「第二十六条」は「第三節 農業の持続的な発展に関する施策」の一部をなす。その前後は次
のように流れる。先に「（人材の育成及び確保）第二十五条」があり、次の「（女性の参画の促進）
第二十六条」が続き、後には「（高齢農業者の活動の促進）第二十七条」がある。すなわち「食料・
農業・農村基本法」における女性の位置は、 「農業」や「農業経営」に関わる「人材」としての女性
である。このような視点をここでは農業原理と言わず、より広くまた抽象的に産業原理と言おう。
2つの基本法における人権原理と産業原理という対比は、例えば次の点にも示される。 「食科・農
業・農村基本法」のH的は第一条に「この法律は、食料、農業及び農村に関する施策について、基本
理念及びその実現を図るのに基本となる事項を定め」とあるが、女性が登場するのは「食料」でも
「農村」でもなく、 「農業」においてである。これに対し「第4次男女共同参画基本計画」において
は、女性は「地域・農山漁村」に括られた。
さらに、本節の冒頭にあげた「女性の活躍推進」の表題は「農林水産業における女性」であるが、
「（参考）農山漁村における女性関連施策の体系」という使われ方もしている。ここでは「農林水産
業」と「農山漁村」が並んでいるが、これは農政の現状を反映したものであろう。実際の施策も 2つ
の視点を併せ持つことが多い。
以上のように、農村女性に対する政策の根拠には人権原理と産業原理という 2つの視点があり、そ
れぞれの基本法も異なる。
2. 「男女共同参画社会基本法」における農村女性政策の位置づけ
人権原理についてさらに詳細に検討しよう。それは「男女共同参画社会基本法」に由来し、 「第4
次男女共同参画基本計画」において「第4分野 地域・農山漁村、環境分野における男女共同参画の
推進」として具体化された。担当府省としては農林水産省が指定されている。
第4分野の「基本的考え方」では農山漁村は次のように言及されている。 「農山漁村においては、
基幹的農業従事者の約4割を女性が占めており、また、 6次産業化の進展に伴い、女性の役割の璽要
性がますます高まっているが、農林水産業経営における女性の参画状況はいまだ十分ではない」。す
なわち議論は、重要であるにもかかわらず、不十分であるという。この「にもかかわらず」という論
理が、女性の重要性と不十分な参画を結び付けている。両者のギャップが人権原理に反するのである。
ここでの女性政策の具体的な取組は参画拡大と環境整備である。前者は「3 農山漁村における政
策・方針決定過程への女性の参画拡大」として、 「ア 農山漁村における政策・方針決定過程への女
性の参画拡大」と「イ 農山漁村における女性の経営上の位置付けの明確化や経済的地位の向上」を
あげる。地域参画と経営参画である。
また後者の環境整備は「4 農山漁村における女性が働きやすい環境の整備、意識と行動の変革」
として「ア 農山漁村における女性が働きやすい環境の整備」と「イ 農山漁村における意識と行動
の変革」をあげる。
そして取組には「成果目標」が指定される。家族経営協定の締結数・農業委員に占める女性の割
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合・農業協同組合の役員に占める女性の割合の3項目をあげる。参画拡大が成果目標となっており、
これも一つの「見える化」である。
ここまでが「男女共同参画社会基本法」の範囲であり、その特徴は次のように要約できよう。第 1
に人権原理に基づく女性政策であること、第2にそれは「重要であるにもかかわらず」という論理に
よって構築されていること、第3に「農」への言及は「農山漁村」という地域という括りで、その枠
組内で女性が対象とされていること、第4に「成果目標」として政策評価がされること、第5に具体
的に取り組む担当府省は農林水産省であること、などである。第3の「農山漁村」という括りの帰結
として、女性は農村女性と規定される。すなわち「男女共同参画社会基本法」は以上のような形にお
いて、農村女性の「見える化」を図っているのである。
3. 「食料・農業・農村基本法」における農村女性政策の位置づけ
産業原理を基本とする農林水産省の「食料・農業・農村基本法」と「食料・ 農業・農村基本計画」
にも、 「男女共同参画社会基本法」に対応する政策が掲げられている。それは「2.農業の持続的な発
展に関する施策」の「 (2)女性農業者が能力を最大限発揮できる環境の整備」にみえる。さらに農
林水産省の担当部署である経営局就農・女性課女性活躍推進室は前述の「女性の活躍推進」を公表し
ている。これらを手掛かりに農林水産省における女性政策の位置付けの分析を深めていこう。
「女性の活躍推進」は「農林漁業就業人口に占める女性の割合」の説明から始まり、 「施策の推進
方向」を「農業を『女性にとって魅力的な職業」に」と定める。就業人口の現状を出発点として、魅
力的な職業を政策の到達点とする。すなわち就業といい、職業といい、いずれも産業原理の下に女性
政策を枠付ける。
そして政策は「現状の就業人口→施策→魅力的な職業」というように説明される。到達点は 1つで
「魅力的な職業」とあるが、施策は大きく 2の流れがある。すなわち出発点とする「現状の就業人
ロ」を50歳代以上とそれ以下の年齢層に分け、それぞれに異なる「施策」を掲げ、 「魅力的な職業」
という一つの到達点を示す。
政策の出発点となる現状認識は「農林漁業就業人口に占める女性の割合」に注目し、それを以下の
3点に要約する。
第1に、 「女性は農業就業人口の約半数を占めるなど、農林水産業の担い手として重要な役割を果
たしている」。これは就業人口に占める女性の割合からの現状認識である（表1)。2015年において
女性の割合は48.1%である。これが現状認識の全体のトーンをなす。
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表1 農業就業人口に占める女性の割合（％）
?ー???? ?
?。 ? ―
??
? ? ? ? ?ー
1965 1970 : 1975 1980'. 1985 : 1985 
60.3 ; 61.2 ! 62.4 61.7 161.0・59.4 
6J.1 _ 62.5 i 6~.9 _ 64.0 j 63.3 : ~1.3 
6~.o 67.9 L 10.2 _ 69.2 i 67,(l _: 66.3 
62.3・62.6 I 63.1 , 62.5 I 61.s 1 60.5 
1990 i 1995 ! 2000 
59.o i 57.3 I 55.8 
6o.5 : ~s,.9. I 51.9 
64.0 : 61.• 5 : 59.5 
59.5• 57.2・55.2 
2005: 2010, 2015 
53.3 i 49.9 48.1 
54.1 I 5Q];_49.1_ 
56.9 I 52J ; 51.5 
53.1 I 49.9 1 4s.1 
注 農業センサス。ただし1985年（右欄）以降は販売農家。
しかし第2に、 50歳代以上の年齢層については次のように言及する。 「女性農業就業人口を年齢別
に見ると、 50-64歳の階層において男性を上同っている」ばかりでなく、 「基幹的農業従事者では、
50歳代において女性の割合が最も高くなっている」。このように就業人口としての重要な役割は50歳
代以上において、顕著に表れる。
そして第3に、 40歳代以下については「新規就農者のうち、 44歳以下の女性の割合は27%と低い状
況にある」という。年齢別農業就業人口と年齢別基幹的農業従事者数においても、女性の割合は50歳
代をピークに下の年齢層になると激減する。このように女性の就業人口には年齢別のコントラストが
顕著である。これは別の言い方をすれば、農業は女性の産業から男性の産業へと激変したのである。
ここには農村女性の過去と現在の状況が反映している。
就業人口をめぐる現状認識は、施策にも引き継がれる。 「女性の活躍推進」では、魅力的な職業に
向けて、具体的には 3つの施策を示す。 「政策・方針決定の場への参画促進」 「地域農業の活性化等
へのチャレンジに対する支援」 「次世代リーダーとなりえる人材の育成」である。このうち「政策・
方針決定の場への参画促進」には50歳代以上が、 「次世代リーダーとなりえる人材の育成」には40歳
代以下が政策の対象となろう。
50歳代以上の年齢層は農業就業人口と基幹的農業従事者数において、男性と同等の割合を占め、
「農林水産業の担い手として重要な役割を果たしている」。ここでは「にもかかわらず」という論理
が用いられ、 「参画促進」が女性政策として採用される。その具体的な施策は、経営参画、起業活
動、家族経営協定、政策・方針決定への参画などである。このような施策はおおよそ「男女共同参画
社会基本計画」にもみられた。すなわち視点は人権原理にある。
ただし人権原理といえども、農林水産省の女性政策の基本は産業原理による。 「食料・農業・農村
基本法」に依拠して、出発点を就業人口、到達点を魅力的な職業としていた。ここでの人権原理は産
業原理の中に包摂されている。人権原理は魅力的な職業という政策達成のための、必要条件となる。
これに対して40歳代以下の就業人口は男性に比して極めて少なく、そもそも「重要な役割を果た」
すことすら出来ない。そのため「次泄代リーダーとなりえる人材の育成」が施策として登場する。産
業原理の視点からは「人材の育成」が最優先される。人材原理に基づく女性政策である。そして農業
女子プロジェクトにおいては、広報活動を通して農業女子の社会的存在感を示し、それを手掛かりと
した人材調達も主要なH的となる。ここでの人材原理とは人材の調達から育成までで、これは産業原
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理の一つの系をなす。
以上のようにして、農林水産省の女性政策は、全体が産業原理のもとにあり、 50歳代以上の年齢層
には人権原理によって、 40歳代以下の年齢層には人材原理によって、組み立てられている。すでに就
業人口として十分に存在する50歳代以上の年齢層には、参画という人権原理によって「見える化」を
図ろうとする。就業人口の極めて少ない40歳代以下の年齢層には、調達や育成という人材原理によっ
て「見える化」を図ろうとする。
もっともこれら 2つの原理は全く無関係ではない。それどころか密接に関連する。人権原理の不徹
底が人材の払底をもたらし、それへの対応として人材原理を要請した。女性の年齢別の就業人口が示
す劇的なコントラストは、上の世代に対する人権原理の不徹底を一因とする。現状においては、農村
女性政策は「参画促進」と「人材育成」が並行すべきものなのである。このような意味において政策
としての「見える化」は多元的に進められなければならない。
以上は農林水産省の女性政策の現状を、政策の体系性に焦点を当てて検討した。次節では現在に至
る女性政策の揺藍期を取り上げる。
第2節 農山漁村の女性に関する「中長期ピジョン」
1. 女性政策の起点としての「中長期ピジョン」
現在の農林水産省の女性政策の起点をなしたのは、 「農山漁村の女性に関する中長期ビジョン懇談
会報告書」 (1992) (4)である。これは「農山漁村の女性に関する中長期ビジョン懇談会」において策
定された (5)。懇談会は当時の農蚕園芸局長が委嘱する学識経験者をもって構成され、それに関する庶
務は農蚕圃芸局婦人• 生活課が担当した（女性に関するビジョン研究会編、 1992)。 「中長期ビジョ
ン」を川手督也は戦後の「生活改善の枠を越えて展開されたもの」と評価する（川手、 2012、
p.32)。また天野寛子はこの時期を、戦後の生活改善普及事業のなかで、 「第4期：男女平等や労働
報酬の実現が施策の中にあらわれてくる時期 (1989年～現在）」とする（天野、 2001、p.48)。
2. 「中長期ピジョン」の内容
以下では第1節で述べた現状と比較しながら、 「中長期ビジョン」の特徴を説明しよう。
(1)生活改善から女性の地位向上へ
最も大きな特徴は、ここで初めて「女性の地位向上」という表現で、人権原理に基づく農村女性政
策が提案されたことである。このような動きは1990年以降に続き、それまでの生活改善から女性の地
位向上へと、農村女性政策の重心が移行した。生活原理から人権原理への転換であった。
ここで生活改善について 2点を指摘しておきたい。第1に生活とは衣食住を柱とした生活技術で
(4) これは女性に関するビジョン研究会編 (1992) として出版されている。
(5) 中長期ビジョンの内容と策定経緯については当事者でもあった川手 (2012)の説明が詳細で、明瞭である。
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あった。生活改善は協同農業普及事業の一つを構成し、当初は「農業の改良は技術経営の改良と農民
生活の改善と両々相侯って、達せられるべきであるので農民生活の改善を採りあげ」ると、最初の
「協同農業普及事業年次報告書 昭和23年度」にある。そして第2に生活は女性の担当すべきもので
あった。このような性格を有する生活改善普及事業を農林水産省はほぽ40年間続けた。
「中長期ビジョン」はこれから大きく隔たる。本格的な女性政策として強調されるのは、 「第1部
めざそうとする姿」の「1 検討の視点」にみえる。すなわち「女性の地位向上」と「生活の視点」
の2点であるが、重点は明らかに前者にある。
例えば「中長期ビジョン」の「おわりに」は「農山漁村に住む女性たちの地位向上」で終わってい
る。地位向上には2点ある。 「最も大切なこととして考えられたことは次に二点である。まず、女性
が持つべき当然の権利を名目だけでなく実際上持てるようにすることである。さらに、もう一つは、
女性の意見が地域農林水産業や行政施策にあまねく反映されることが、農林水産業、農山漁村の健全
な発展にとって不可欠であるということである」という。
ビジョン懇談会の委員であった矢口光子は生活改善課長の経験も踏まえてのことであろうが、 「中
長期ビジョン」の意義を次のように言う。生活改善普及事業は「一人一人の女性が変わった第1の転
期であった」が、 「根強い慣習、慣行、男性の意識、家族の成立ち等、一挙には変わら」ず、 「農村
部は最も遅れている地域に属」した。 「中長期ビジョン」は女性政策の「方向を指し示し」、 「農政
に位置づけ」た「快挙」という（女性に関するビジョン研究会編、 1992、p.90)。
このような女性の地位向上には「見える化」がキーワードになる。 「中長期ビジョン」の「第3章
課題と推進方策」の冒頭には、 「女性の姿がはっきりと見える社会をつくりあげることが急がれる」
とある。社会的存在としての形を女性に与えることが「中長期ビジョン」の主題であり、そのために
様々な「課題と方策」が具体的に列挙された。
(2)生活原理と人権原理
しかし「女性の地位向上」の重視は「生活の視点」の軽視ではない。 「女性の地位向上」は、 H指
すべきものとしてある「農山漁村型ライフスタイル」の一つの構成要素であった。女性の地位が向上
し、 「女性が能力を多様に発揮している姿」とは、 「「農山漁村型ライフスタイル』とも呼ぶべき農
山漁村の優れた特性を活かした生活を大事にする暮らし方」なのである。ここでは「生活を大事にす
る暮らし方」にいたる必要条件として「女性の地位向上」が置かれる。人権原理は生活原理の実現に
必須な構成要素となっていた。
「中長期ビジョン」における「女性の地位向上」は従来の生活改善の限界を克服するために導入さ
れた。生活改善普及事業がそれなりの成果を上げたにもかかわらず、農村女性の地位は相変わらず低
い。その限界を克服するために構想されたもので、川手によれば前出のように「生活改善の枠を越え
て展開された」ことになる。
人権原理が導入され、それが生活原理と結びつくことによって、 「中長期ビジョン」の内容はきわ
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めて広範囲になり、全体性を帯びる。 「めざそうとする女性の姿」は「自分の生き方を自由に選択
し、自分の人生を自身で設計し、その結果、自信と充実感をもって暮らしていること」である。これ
は「 (1)職業として農林水産業に携わっている場面」と「 (2)家庭や地域で暮らしている場面」
に分けられ、きわめて広い領域を覆う。生活は「家庭や地域」での暮らしばかりでなく、 「職業とし
ての農林水産業」をも含む。後者の産業原理は生活原理の一部になる。このような「中長期ビジョ
ン」の生活原理による全体性という特徴は「課題と推進方策」の「課題1 あらゆる場における意識
と行動の変革」という表現にも明瞭であろう。 「あらゆる場」において地位の向上が図られねばなら
ない。
「中長期ビジョン」の全体性は農林水産政策の側からも期待されてもいた。 「農山漁村の女性に関
する中長期ビジョン懇談会開催要領」の「趣旨」には、 「生産対策、構造政策、地域活性化対策、流
通消費対策等の農林水産政策全体を通じて、女性の能力発揮を促進するための基本的な方向を明らか
にする」ために「中長期ビジョン」を策定するとある（女性に関するビジョン研究会編、 1992、
p.96)。生活の全体性と農林水産政策の全体性は対応していたのである。
(3)職業としての農林水産業
以上のような「中長期ビジョン」の特徴は「職業」にも反映される。ここで職業は単に産業原理や
人材原理から把握されるものではない。女性に関するビジョン研究会 (1992)は巻末に「本文で使用
した用語の説明」の一つとして「「職業J及び『職業人』のイメージ」を載せる。そこで「職業」は
行政管理庁の「日本職業分類」の定義に従い、 「個人が継続的に遂行している収入を伴う仕事」と説
明される。ここで焦点は「収入を伴う仕事」である。
「中長期ビジョン」は「牒林水産業に『職業』として携わる女性のイメージを農業を例として示す
とすれば、おおむね次のようなものが考えられる」と、 「専業農家・兼業農家において経営管理や農
作業に日常的に従事している女性」を一例としてあげる。しかし「女性が農作業にH常的に従事＝個
人が継続的に遂行」していても、収入を伴わなければ、それは「職業」とは言えない。さらに「女性
の仕事としての満足感、自己実現等が得られることも重要な要件」に加える。収人・満足感・自己実
現など、職業は人間の行う仕事として多面的に、全体的に理解されている。
そしてビジョンの本文においては「職業」は「課題2 経済的地位の向上と就業条件・就業環境の
整備」として強調され、具体的に「働きに応じた適正な報酬の確保と資産の形成」 「老後の経済的保
障」 「快適に働くための条件整備」と詳細に述べられている。
以上から明らかなように、ビジョンに表れる職業は「家庭や地域における女性の『無償の行為』」
ではない。女性は「生産の担い手」として社会的に認められた、すなわち「見える化」された職業人
となる。このような発想は人権原理から発せられたものと言えよう。
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(4)個人の能力の認定
職業の重視は、個人の能力を称号という形で「見えるように」しようとする。 「中長期ビジョン」
は「本人の努力や経験によって磨かれた職業能力や、生活の質を向上させる能力は、一定の地位と評
価とが得られる称号をつけて認定していくことが望ましい」という。称号は職業能力を示すものとし
て「婦人農業士」 「婦人漁業士」などがあり、 「生活の質を向上させる能力」は「生活改善士」 「農
村生活アドバイザー」などが例示される。
しかし他方で、個人の能力を重視することは、従来の「生活改善グループ」を越えた展開でもあっ
た。 「中長期ビジョン」は個人については多弁であるが、 「生活改善グループ」への言及はきわめて
少ない。グループという言葉は頻出するが、 「生活改善グループ」という形ではほとんど登場しな
い。数少ない例が「事業の性格に応じて、 『女性農業者』、 『生活改善グループの代表」、 『農協婦
人部・漁協婦人部の会長』等が計画策定委員の中に含まれるよう明記すること」とある程度である。
これはビジョンが生活原理から人権原理へと展開していくのと併せて、生活改善グループから個人
の称号へという、女性政策の対象者における重心の移動があったことを示そう。称号という「見える
化」は個人を単位としたものとなった。
3. 「中長期ビジョン」の農政
「中長期ビジョン」は内容からみれば生活原理から人権原理へと、特徴づけることができた。しか
しビジョンは政策として「見える化」されなければならない。そこで次に「見える化」を推進する農
林水産省という組織、そして農政全体の枠組みという視点から「中長期ビジョン」を検討しよう。
(1)ビジョンの策定経緯
ビジョンの正式の名称は「農山漁村の女性に関する中長期ビジョン懇談会報告書」である。これは
「農山漁村の女性に関する中長期ビジョン懇談会」において策定された。懇談会は当時の農蚕薗芸局
長が委嘱する学識経験者をもって構成され、庶務は農蚕園芸局婦人• 生活課において行われた（女性
に関するビジョン研究会編、 1992、p.96)。すなわち農蚕園芸局というレベルでの、またビジョンと
いう名称の報告書である。
しかしこれは単なる報告書ではない。懇談会開催の趣旨は「現在、女性は農林水産業の振興、農山
漁村の活性化の担い手として璽要な役割を果たしており、その能力と役割をより積極的に評価するこ
とが必要となっている。·…••そこで……『中長期ビジョン』を策定し、今後、これを踏まえた各般の
施策の推進……」という（同上、 p.96)。報告書の公表後には、それを踏まえた施策の推進が望まれ
ていたのである。
そして懇談会の庶務は農蚕園芸局婦人• 生活課が担当した。職貝としてビジョンの策定に関わった
川手は、婦人・生活課を「農村女性関連施策の担当が最も権限のない部署の一つであった」という
（川手、 2012、p.32)。このため、農蚕園芸局レベルの報告書という形であれ、ビジョンの作成は農
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林水産省内に農村女性政策を「見える化」することになり、きわめて重要であった (6)0 
ただしこれは最初の一歩に過ぎない。そもそも「中長期ビジョン」は農林水産省内では報告書とい
うあまり「見えない」形で登場したのであり、その後は「中長期ビジョン」の政策としての「見える
化」が課題となるのである。もっとも行政組織のうえでは、ビジョンを担当した婦人• 生活課の存在
が大きい。それは1990年に生活改善課を廃止して設置され、ここに「婦人」という形でであれ組織的
には「見える化」がなされた。このように「見える化」は、組織名称、ビジョン、政策という順で進
んだ。
(2)他の政策との関連
農林水産省の現在の女性政策が「男女共同参画社会基本法 (1999)」と「食料・農業・農村基本法
(1999)」によって成るのと同じ構図が、 「中長期ビジョン」の策定時にもみられた。婦人問題企画
推進本部における「西暦2000年に向けての新国内行動計画」 （第一次改定） (1991) と、農林水産省
における「新しい食料・農業・農村政策の方向（新政策）」 (1992)である。婦人問題企画推進本部
はその後に廃止されて、現在の男女共同参画推進本部となる。
前者の第 1次改定においては「新国内行動計画で使われた「参加jを『参画jに改め『男女共同参
画型社会の形成を目指す』とした点が重要である。それは「中長期ビジョン」にも踏襲され、女性の
地位向上、社会参加、社会参画などと使用された。
後者の新政策との関連で言えば、新政策には「中長期ビジョン」の内容とほぼ同じ記述がある。
「I 政策の展開方向」の「1 農業政策 (2)経営体の育成と農地の効率的利用」に（女性の役
割の明確化）がある。そこでは「女性の『個jとしての地位の向上を図り、農業生産、さらには農村
活性化の担い手として……。……女性の役割の明確化、職業能力などの向上·…••、地域における諸方
針決定の場への女性の参画の促進……。……補助労働力の供給システムを整備し、高齢者介護体制の
整備も行う」とある。新政策の解説書には、 「中長期ビジョン」に言及し、それが「21世紀に向けて
めざそうとする農山漁村の女性の姿とその実現のために検討すべき基本的な方向を示した」 （農林法
規研究委員会、 1992、p.135) とある。すなわち新政策の女性政策は「中長期ビジョン」を受けたも
のである。 「中長期ビジョン」はこのような形で新政策のなかに取り込まれ、農政の内部に正当性を
得て、 「見える化」は前進した。
(3)推進体制としての普及事業
「中長期ビジョン」には「課題s rビジョン』を受け止め実行できる体制の整備」として、実行
体制を課題の一つとする。それも「総括的に推進できる体制」で、 「農山漁村の女性が抱える問題や
対策を一元的に把握できる部署（担当窓口）が必要」とする。
(6) 女性政策を農政に位置づけることの重要性は、矢口光子も言及している（女性に関するビジョン研究会編、 1992、p.90)。
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特に行政に対しては、農林水産省、都道府県、普及事業、市町村のそれぞれに対して、次のような
指摘がなされた。農林水産省については、 1990年に設置された「婦人• 生活課」が省内と他省庁との
連携を担当するとされ、その役割が改めて確認された。
都道府県については、後段に関わるので長いままに引用する。第1に「一元的に把握し推進できる
部署を設け」ること。第2に、 「その場合、従来から、農林水産業改良主務課が中心になり普及事業
を通じて、直接、農山樵村の女性に農山漁家の暮らしの改善、農林水産業の技術・経営指導を行って
きたという経緯に留意」すること、とある。第3に、 「普及事業においては……特に、就業条件を家
族貝の相互間で取り決める『ルールづくり』の普及、農林水産業経営の法人化に向けての指導、女性
の能力向上への支援等についても取組を進めることによって、農山漁村の女性の地位の向上に寄与す
る必要がある」。すなわち都道府県においては、農林水産業改良主務課が一元的に普及事業を通し
て、農山漁村の女性の地位の向上を図るとされた。
最後に「市町村においても都道府県に準」ずるとし、さらに次の「民間団体」と「女性相互の連携
及び女性リーダー」へと続く。しかし最も多く紙幅をとり言及されているのは、都道府県である。普
及事業は「『ビジョン」を受け止め実行できる体制」の要に位置し、 「農山漁村の女性の地位の向上
に寄与」しなければならないとされた。
以上のように「中長期ビジョン」は「めざそうとする姿」から「体制の整備」まで、体系的な構成
となっている。これは生活改善を超える新しい女性政策を「見える化」したものであった。ビジョン
とは本来そのような意味であろう。
第3節 「中長期ピジョン」から「女性の活躍推進」への展開
1. 女性政策の制度化
第1節では「女性の活躍推進」 (2016)を、第2節では「中長期ビジョン」 (1992)を検討した、
本節では両者を比較し、その間における農林水産省の女性政策の辰開を明らかにしよう。焦点は女性
政策の連続と断絶である。
「中長期ビジョン」から「女性の活躍推進」までの展開を、女性政策の連続性という視点でまとめ
ると、それは農村女性政策の制度化あるいは精緻化と言えよう。これは農林水産省全体の農政ばかり
でなく、国の女性政策のなかにも組み込まれ、位置づけられたことでもある。それだけ確固とした足
場を得て、 「見える化」が進んだ。
表2はビジョンから現在までの農村女性政策の展開を示した年表である。表頭の項目は、以下の記
述に合わせて、国と農林水産省、さらに農林水産省については農業政策・女性政策・普及事業と分け
てある。
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表2 農村女性政策関連年表
国（女性政策） 農林水産省（農政） 農林水産省（女性政策） 農林水産省（普及事業）
農蚕園芸局生活改善課を
1990 廃止
婦人・生活課
西暦2000年に向けての 生活改良普及員と農業
1991 新国内行動計画 改良普及員を廃止、
（第一次改定） 改良普及員に一元化
新しい食料・農業・農村
農山漁村の女性に関する
1992 
政策の方向（新政策）
中長期ビジョン懇談会
報告書（中長期ビジョン）
1993 
1994 総理府男女共同参画室
1995 
1996 
1997 
1998 
1999 
男女共同参画社会 食料・農業・農村
基本法 基本法
2000 
男女共同参画 平成 12年食料・農業・
基本計画 農村基本計画
2001 内閣府男女共同参画局 経営局女性・就農課
三位一体の改革
2002 改良普及員の農業関係と
生活関係の区別を廃止
2003 
2004 
2005 
男女共同参画基本計画 平成17年食料・農業・
経営局普及・女性課
改良普及員を廃止、
（第2次） 農村基本計画 普及指導員
2006 
2007 
2008 
経営局人材育成課
女性・高齢者活動推進室
2009 
2010 
第3次男女共同参画 平成22年食料・農業・
事業仕分け（第3弾）
基本計画 農村基本計画
2011 
経営局就農・女性課
女性・高齢者活動推進室
2012 
2013 農業女子プロジェクト
2014 
2015 
第4次男女共同参画 平成27年食料・農業・ 経営局就農・女性課女性
基本計画 農村基本計画 活躍推進室
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(1)農村女性政策における国と農林水産省の2元的な体系化
「中長期ビジョン」 (1992)の策定は、婦人問題企画推進本部における「西暦2000年に向けての新
国内行動計画」 （第一次改定） (1991)と、農林水産省における「新しい食料・農業・農村政策の方
向（新政策）」 (1992)の2つと並行してすすめられた。
他方で「女性の活躍推進」 (2016)は、施策の体系を「第4次男女共同参画基本計画」 (2015) と
4回目の「平成27年食料・農業・農村基本計画」 (2015)によっており、それぞれはさらに「男女共
同参画基本法」 (1999)と「食料・ 農業・農村基本法」 (1999)に依拠する。
このように「中長期ビジョン」 (1992)当時の「新国内行動計画（第一次改定）」 (1991)と「新
政策」 (1992)という 2元的な政策構造は、 1999年にそれぞれの基本法が制定され、基本計画として
も4度の改定を経て、確固としたものとなった。そして2元的な政策構造は引き続きお互いに共通の
項Hを有し、密接な連携の下にある。
女性政策の制度化という点では、 「第3次男女共同参画基本計画」 (2010)から導入された「成果
目標」が璽要である。ここでは、農業委貝会、農業協同組合における女性が登用されていない組織数
と家族経営協定の締結数があげられていた。これが「第4次男女共同参画基本計画」 (2015)になる
と、 「第4分野 地域・農山漁村・環境分野」に農業委員に占める女性の割合、農業協同組合の役員
に占める女性の割合、家族経営協定の締結数に加えて新しく自治会長に占める女性の割合、女性活躍
推進法に基づく推進計画の策定率が、設定された。このようにして政策の実効性が公に、 「見える
化」された数字で問われることになったからである。
(2)農政における制度化の推進
「中長期ビジョン」はその全体性のゆえに、様々な施策を提案していた。そのうち、 「女性の活
躍」が言及するのは、社会参画、家族経営協定、起業活動などである。いわばこれらが「中長期ビ
ジョン」の延長上に具体的に展開された施策である (7)0 
このうち社会参画については、農業委員と農業協同組合の役員が「第3次男女共同参画基本計画」
の成果目標から現れた。農政においても新事業で女性の社会参画を求めるようになった。 2012年に制
定された「人・農地問題解決加速化支援事業」においては「企画・立案段階からの女性の参画を促
進」するとして、以下のように言う。 「担い手や地域農業のありかた等を定めた『人・農地プラ
ン』」の「検討会への女性農業者の参画は必須とし、検討会のメンバーの概ね3割以上は女性農業者
で構成することとします」。ただし「します」という弱い規定で、 3割以上は努力目標である。
家族経営協定は「中長期ビジョン」では「家族員相互間の『ルールづくり」」と名付けられていた
が、より明確に家族経営協定とされた。これは「第3次男女共同参画基本計画」から成果目標として
あげられたばかりでなく、農政においても協定締結農家には次のような制度上のメリットが準備され
(7) 川手はビジョンの施策の柱の一つであった「労力補完システム」への取組は「下火になっていった」という（川手、2012、p.41)。
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た。青年就農給付金（経営開始型）、認定農業者制度、農業者年金である。家族経営協定は農政の他
の施策とリンクし補強されて、当初の「のぞましい姿」からはるかに実効性が増した形となった。
起業活動は「中長期ビジョン」においては「女性の起業への支援」として、 「能力の向上と多様な
能力開発システムの整備」の一つとして言及されていた。そして現在では農村女性起業のさらなる展
開として「6次産業化支援対策」がなされている。これは「女性や女性グループが6次産業化ネット
ワークのメンバーとなって、女性の視点を活かして実施する新商品開発や販路開拓等の取組を支援」
するものである。 6次産業化は「六次産業化・地産地消法」 (2010)によるもので、 「6次産業化支
援対策」は女性起業活動を 6次産業化へと橋渡しする施策である。
このように社会参画、家族経営協定、女性起業においては、制度的な支えを得て、 「中長期ビジョ
ン」が定消しつつあると言えよう。これらは「中長期ビジョン」の延長線上に展開され、連続的なも
のである。 「中長期ビジョン」の基本が人権原理にあったことを想起するならば、これらは人権原理
の農政上での制度化である。人権原理の産業原理のなかへの包摂である。ビジョンから制度へと「見
える化」が進展した。
2. 女性政策の新しい展開
(1)農業女子プロジェクト
前述の社会参画、家族経営協定、女性起業が「中長期ビジョン」と連続的で、その延長上にある施
策とすれば、農業女子プロジェクトは「中長期ビジョン」にはなかった新しい施策である。 「女性の
活躍推進」 (2016)では全体の12ページのうち 4ページを割いており、近年の女性政策の大きな焦点
である。これは「平成27年食料・農業・農村基本計画」 (2015)においても明記された。すなわち
「女性農業者の知恵と民間企業の技術、ノウハウ、アイデアなどを結び付け、新たな商品やサービス
開発等を行う『農業女子プロジェクト』の活動を拡大する」とある。これはその5年前の「平成22年
食料・農業・農村甚本計画」 (2010)の農村女性政策にはなく、新しく登場した。 5年前の基本計画
では「農村を支える女性への支援」として、基調は「中長期ビジョン」の延長上にあり、人権原理に
依った内容となっていた。
しかし「平成27年食料・農業・農村基本計画」 (2015)では、農業女子プロジェクトに言及する前
段に、 「地域農業における次枇代のリーダーとなり得る女性農業者の育成や、農業で新たなチャレン
ジを行う女性の経営の発展を促進するための取組を推進する」とある。すなわち「農業女子」や「次
世代のリーダーとなり得る女性農業者」という新しい女性像が採用された。
ただし農業女子プロジェクトは「平成27年食料・農業・農村基本計画」 (2015)に突然に現れたわ
けではない。すでに2013年には経営局就農・女性課の女性・高齢者活動推進室が予算化していないも
のの、規約を作り、プロジェクトを開催している (8)。それが「平成27年食料・農業・農村基本計画」
(2015)において「見える化」し公認された。
(8) http://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyoujoshi/attach/pdf/index-31.pdf (2017.2.23) 
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農業女子プロジェクトの目的は「社会全体での女性農業者の存在感を高め、併せて職業としての農
業を選択する若手女性の増加を図」るとする。 「中長期ビジョン」にも職業人としての農村女性とい
う表現があった。それは「働きに応じた適正な報酬の確保は、女性の経済的自立」として、経済的地
位の向上を意味していた。人権原理である。しかしここでは「職業人として農業を選択する」と明記
され、選択に重心が移る。農業にいまだ就業していない女性が、就農後を見極めたうえで職業人とし
て農業を選択する。これはすでに農業で働いている農村女性が職業人として適正な報酬を確保するの
とは、大きく異なる。
この背後にあるのは危機的なほどの若手女性農業者の激減である。 「女性の活躍推進」は「新規就
農者のうち、 44歳以下の女性の割合は27%と低い状況にある」という現状認識をもつ。それゆえ40歳
代以下の年齢層には、女性農業者の調達や育成という人材原理という新しい視点が導入された。
このような政策の転換は次のように要約できる。背景にあるのは、女性の就業者が十分に存在した
が見えなかった時期と、女性の就業者が存在せず、それゆえにそもそも見えない時期の違いである。
政策もそれに応じて変わる。存在したが見えなかった女性の就業者の「見える化」は人権原理によっ
て、存在しない就業者の「見える化」は人材原理によって、となる。
(2)女性の農業就業人口の構造変化
女性の農業就業人口の変化をより詳細にみよう (9)。先の表1は就業人口に占める女性の割合の推移
を示した。 1985年において統計の連続性は失われるが、女性の割合は1975年を頂点として、それ以前
は一貫して増加、以後は一貫して減少、と判断してよい。 1975年以前の女性の割合の増加は農家の兼
業化を主因となる。そして1975年以後の女性の割合の減少の一因は農家人口の高齢化である。高齢化
は女性に対しては離農を促し、男性に対しては退職就農となる。もう 1つは若い世代の女性の新規就
農の激減である。
表3は女性の農業就業人口の割合を年齢別に示した。ここでも1985年において統計の連続性は失わ
れるが、重要なのは、 1975~2000年の間は30~59歳において女性の割合がほぽ70%前後で推移してい
たことである。またこの期間のほとんどにおいて、 30~39歳の年齢層はそれ以外の年齢層よりも、女
性の割合が高い。これは年齢効果による。 30~39歳の年齢層が結婚したのちに家事育児のかたわら農
業に就業するというライフコースの段階にあったからである。
(9) ここで「r農業就業人口」とは、 15歳以上の農家世帯員のうち、調査期日前1年間に農業のみに従事した者又は農業と兼
業の双方に従事したが、農業の従事H数の方が多い者をいう」である。女性の就業については、割合ばかりでなく、実数を
含めて、さらに多角的な分析が必要であろう。
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表3 年齢別にみた農業就業人口に占める女性の割合（％）
1985 I 1990 I 1995 • 2000 I 2005 I 2010 I 2015 
計 62.4'61.7! 61.0 1- 59.4 i 59.0 I 57.3 55.8'53.3'49.9 48.1 
16-:--L~ 歳 42,0j J9.2 J~7_.8 .• ~?,~1}6_,JLi 3~_g__1 36,3 .37.i. J39.3_iJ9.5 
l l20-:--2~---·f!~,8 6_1.6 _ 6LO I 59.6 1§_~&J 52.9 43.6 i 3L2 ! 32,_g_; 31,8 
30-:--}~--_ ._12,4. _ J?1_.3 IJ9:2 -66.6 _.l._§_?atL~~A-'-Q_8,2 -1~9.o _i_ 44_~139,7 
40~49 . 66.9 ;67.7 69.7 J 67.2 L.~§,~i 62-4 61,8 1 59,4 I 51.8 : 48,0 
§0-:--§~_ _ 6].~: 6§.4165.9', 63.3 ¥6_§] ! §7,3 64.~l 59.4 I§4.9 J54.2 
60~69 58.9'59.0 58.9 I 56.9 I 56.§j 56.3 / 57.5 56 . 5 I 51.4,J49.1 
70~ 46.7'46.9 ! 48.6 I 47.8 : 48.6 I 49.0 • 50.4 ! 50.0 I 48.8 I 47.6 
注 農業センサス。ただし1985年（右欄）以降は販売農家。
しかし2005年以降に年齢効果は薄れ、世代間の相違、すなわち世代効果が出てきた。 30~39歳に
なったからといって、就農するとは限らなくなった。 2000年の20~29歳層は、 19歳以下と70歳以上を
除けば、初めて女性の割合が50%を切り、 43.6%となった世代である。そして10年後の2010年には30
~39歳となったにもかかわらず、 44.8%とほとんど増えず、また50%に満たない。これはそれまでの
世代とは大きく異なる。従来は30~39歳層は家事育児のかたわら農業をするというライフコースのな
かで、ほとんど70%前後の割合を占めた。しかし若い世代は30~39歳層になっても農業に就業しな
い。そのため30~39層の女性の割合は、 2000年の68.1%、2005年の59.0%、2010年の44.9%と激減し
た。ここに初めて農業をしない若い女性世代が登場したのである。 1970年代以降に生まれた女性世代
である。ただしここで示されるのは、単に若い女性の農業就業者が激減したことだけである。ここに
は農業後継者と結婚した場合の未就業ばかりでなく、そもそも農村や農家に女性が少なくなったとい
うこともあろう。
この冊代以降、就業人口に占める女性の割合は低迷する。 2015年において20~29歳の女性の割合
は、 31.8%となった。これは「女性の活躍推進」にあった「新規就農者のうち、 44歳以下の女性の割
合は27%と低い状況にある」と対応する。そして就業人口全体においても、女性の割合は2010年以降
に50%を割るのである。
すなわち30~39歳層において女性が70%近い割合を占めていた時期から、 20~29歳層において女性
が31.8%となった時期へと、激変したのである。農業という産業は、女性の産業から男性の産業へと
一転した。あるいは、男性のいない産業から女性のいない産業になったとも言えるし、男性が出た産
業から女性が入らない産業になったとも言える。
このような女性の農業就業人口の激減は農林水産省の女性政策にも直ちに反映し、農業女子プロ
ジェクトとなって現れた。 30~59歳が60%台の後半を占めていた時代とは大きく異なる。そこでは女
性は重要であったにもかかわらず、社会的地位は低かった。存在したが見えなかった。そのギャップ
は人権原理によって埋められなければならなかった。ただし「中長期ビジョン」の登場が1992年であ
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るから、農政としての対応はきわめて遅かった。それも内からというよりも外からの圧力が強かった
ためである。さらにギャップは現在でもあまり解消されていない。
このように農業女子プロジェクトはそれまでとは異なる女性政策で、人材原理に依拠したものであ
る。それは重要と認められた女性がもはや存在しないという現状への対策である。ここでは女性新規
就農者のリクルートが最も枢要なH的となる。そのためには「社会全体での女性農業者の存在感を高
め、併せて職業としての農業を選択する若手女性の増加を図」らなければならない。
3. 女性政策と普及事業
(1)普及事業体制の変化
「中長期ビジョン」からの変化として、もう一つ大きなものがある。普及事業である。普及事業は
「中長期ビジョン」においては「実行できる体制の整備」の要であり、 「農山漁村の女性が抱える問
題や対策を一元的に把握できる部署（担当窓口）」と期待された。普及事業は「中長期ビジョン」が
目的としていた「見える化」を実行する体制であった。しかし「中長期ビジョン」以降に、女性政策
と普及事業との関係は大きく変わった。
第1に、農林水産省の組織内での位置づけが変わった。現在、女性政策を担当するのは経営局就
農・女性課にある女性活躍推進室である。ここでは「女性の農業経営への参画推進、経営発展支援等
に関する企画・調整」と「女性農林水産業者の社会参画・地位向上を通じた活躍促進に関する企画・
調整」がなされる。そして普及事業を担当するのは生産局技術普及課で、経営局就農・女性課とは局
を異にする。
「中長期ビジョン」公表の1992年において、その庶務は農蚕園芸局婦人• 生活課が担っていた。婦
人• 生活課は1990年に生活改善課から名称を変更した。そこでは婦人という視点が加わり、改善が落
ちた。すなわち農林水産省の組織上では、すでに「中長期ビジョン」以前に、女性政策は生活原理に
加えて、婦人という形で人権原理が溝入され始めていた。そして普及事業は農蚕園芸局の普及教育課
と婦人•生活課の二本立てで進められていた。
しかしこの体制は2001年に大きく変わる。経営局が新設され、普及教育課は普及課に、婦人• 生活
課は女性・就農課となった。婦人は女性に、生活は就農に代わった。女性という人権原理のニュアン
スの強い言葉が採用されたばかりでなく、生活でなく就農という視点で女性をとらえるようになっ
た。生活原理から人材原理への転換である。そして2005年に普及事業を担当する二つの課は合体し
て、普及・女性課となった。組織面における普及事業の縮小である。
しかし2008年度に生産局に技術普及課が、経営局に人材育成課が設置され、女性政策は人材育成課
の女性・高齢者活動推進室で行われるようになった。女性政策は普及事業とは異なる局に分離され
た。課の名称から女性が消えて室のレベルになり、普及事業とは切り離され、女性政策の推進におい
ては極めて大きな組織上の転換となった。
経営局のなかに就農・ 女性課として女性の名前が復活したのは、 2011年度である。これはそのまま
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現在に至っている。ただし女性・高齢者活動推進室は2015年に女性活躍推進室に変わった。
このようにして、女性政策の担当課の名称は1990年以降のほぼ20年間に、生活改善課、婦人・生活
課、女性・就農課、普及・女性課、人材育成課、就農・女性課と変転し、室レベルでは女性・高齢者
活動推進室、女性活躍推進室としてであった。また普及担当の課とも切り離された。
第2に農林水産省の組織のうえばかりでなく、 「実行できる体制」と期待された普及事業そのもの
が大きな変化を強いられた。 1つHは普及事業内部において、生活改善の意味が弱まった。生活改善
普及事業の担い手である生活改良普及員は、 1991年に農業改良普及員とあわされて改良普及貝とな
り、改良普及員（生活関係）とされ、 2002年には改良普及員における農業関係と生活関係の区別もな
くなった。そして2005年に専門技術員と改良普及員を合わせて普及指導員とした。ただし2012年から
普及指導員のなかから農業革新支援専門員を配置するとした。このようにして、普及事業の現実の担
い手となる普及員のレベルでは、生活という色合いが薄れていった。
2 つ目はこのような変化とともに普及員・普及指導員の数も減少した。生活改善課から婦人• 生活
課へと名称を変更した2000年度において、普及職貝設置数（専門技術員と改良普及員の計）は11,229
人であった。 「中長期ビジョン」公表時の2002年度は11,063人である。それが2014年度は7,367人と
なった。
そして3つ目は都道府県の裁量の増大とそれに伴う格差の拡大である。後者については「協同農業
普及事業に関する意見を聴く会第2回資料」の「前同のご指摘等を踏まえた参考資料 生産局農産部
技術普及課平成26年9月」 (10)が詳しい。ここでは普及指導員の人数と事業費の増減における格差、ま
た普及指導体制の多様化が指摘されている。
以上の大きな変化は、農政という内部要因ばかりでなく、外部要因によっても促された。 1つは
2002年に始まる「三位一体の改革」である。これによって地方分権が進められ普及事業においても、
2006年から普及事業交付金の約8割が税源移譲された。もう 1つは2010年の事業仕分け（第3弾）で
ある。両者は目的を共通にするとは言えないが、普及事業における国の役割の縮小と都道府県の裁量
の増大という結果を生んだ。
このような経緯を経て、女性政策は現在の普及事業において次のように位置づけられている。 「協
同農業普及事業の実施についての考え方（ガイドライン）」 （平成27年生産局長通知）において、女
性政策は「協同農業普及事業において重点的に推進する取組」のなかに次のように登場する。 「女性
農業者同士のネットワーク強化やリーダーとなり得る女性農業者の育成、女性による地域資源を活用
した加工及び商品化の推進など、女性農業者の活躍支援」としてである。ガイドラインをみる限り、
社会参画は普及事業の重点課題とされていない。人権原理よりも人材原理が優先されるようになった。
(10) http://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/pdf/kikukai 2_2.pdf (2016.8.15) 
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(2)実行体制の変化の影響
このため普及事業を重要な推進体制と想定していた女性政策は大きな変更を迫られ、次のような結
果を生んだ。 1つ目は女性政策の総合性の喪失である。 「一元的に把握部署」として就農・女性課女
性活躍推進室が担当するが、普及事業という実行体制とは局を異にする。そのため女性活躍推進室は
農林水産省の内部の、そして外部との「企画・調整」が主となる。調整は「中長期ビジョン」で提案
された施策が分散したからである。これは女性政策の制度化と対応する。制度化の過程で、施策を具
体的に担当する部署が増え、広がった。
2つ目に、普及事業の弱体化、そして普及事業との連携の衰えは、普及の理念とされていた「人を
対象とした教育的・啓蒙的な方法」とは異なる政策手法を必要とした。例えば成果目標であり、補助
金・給費金・国庫助成などを用いた誘導策である。さらに農業女子プロジェクトでは全く新しい手法
が採られている。農林水産省を仲立ちとして、農業女子と企業がコラボレーションし、プロジェクト
の成果を広報活動として積極的に情報発信する。 H的は「農業女子」の社会的存在感を高めること
で、新しい形での「見える化」である。
第4節農政における女性政策の展開
これまでの議論をまとめると、以下のようになる。
第1に、農林水産省の女性政策は「中長期ビジョン」 (1992)を契機として大きく変わった。それ
以前の生活原理に加えて、人権原理が導入された。そして近年は生活原理に代わって人材原理が表に
出てきた。このような原理の変化によって、農政の女性政策は3期に分けることができる。第1期は
生活原理の時期 (1948~1989年）、第2期は人権原理の時期 (1990~2014年）、第3期は人材原理の
時期 (2015年以降）である。
1990年の転換期では生活改善課から婦人・生活課への変更 (1990) と「中長期ビジョン」の公表
(1992)が画期をなした。 2015年の転換期では「平成27年食料・農業・農村基本計画」 (2015)にお
ける農業女子プロジェクトの登場である。もっともそれぞれの転換期はかなり幅をもった推移期とい
うべきものである。
第2に、それぞれの時期において女性を特徴づける言葉は、第1期は生活改善グループ・生活研究
グループであり、第2期は女性農業士・農村生活マイスターなどの個人に与えられた称号、そして第
3期は農業女子である。この大きな変化の中で、 「農村女性」は「女性農業者」へと、女性像も変化
した。
第3に、背後にあるのが女性の就業構造の大きな変化である。人権原理が登場する以前に、女性の
就業人口の割合は極めて大きかった。女性は兼業に出た男性の隙間に進出し、重要な役割を担った。
それにもかかわらず社会的地位は低かった。そのギャップを埋めるのが人権原理であった。しかし人
権原理は不徹底で、若い世代の就農人口の激減をもたらした。そのため女性就業者の社会的存在感を
高めて、人材を調達し育成することが政策課題となり、人材原理が登場したのである。存在するにも
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かかわらず見えない女性を「見える化」するための人権原理と、存在しないので見えない女性を「見
える化」するための人材原理、これらの違いである。
第4に、女性政策の2元構造は「男女共同参画社会基本法」と「食料・農業・農村基本法」によっ
て、さらに明確になった。それぞれは基本計画によって、ほぼ5年ごとに改定されている。これは前
者の人権原理と後者の産業原理という 2元構造でもある。
第5に、制度化の進行と担当部署の分散化である。とくに後者においては、 「中長期ビジョン」に
おいて期待された普及事業の縮小が女性政策には大きな影響を与えた。 「実行できる体制」が衰え、
総合的な政策が難しくなった。成果目標はあるが、どのように達成するのかについては、あまり言及
されていない。 「見える化」するための体制が弱体化し、実行体制は見えなくなりつつあるのである。
第2章都道府県における女性政策の多様化
第1節多様性の拡大
前章においては、農林水産省の女性政策の展開をみた。そこでは時期的な変化に焦点があてられ
た。しかし本章において扱うのは、現在の都道府県の農村女性政策の多様性である。時間的な変化で
はなく、空間的な多様性が本章のテーマである。都道府県は各自の条件に合わせて、それぞれに適っ
た女性政策を模索している。
都道府県の多様化については、すでに普及事業の多様化として若干ながら言及した。それは2002年
に始まる「三位一体の改革」を契機とした。地方分権と財政再建を掲げて、国と地方自治体との関係
が大きく変わり、国と都道府県による「協同農業普及事業」も大きな影響を受けた。国の役割は縮小
し、都道府県の裁量は増大し、結果として「都道府県の格差拡大」が指摘されるようになった。
表4はこれを4つの指標によって示す。①基幹的農業従事者千人当たりの普及指導員数、②主業農
家数に占める家族経営協定農家数、③女性農業委員数の割合、④女性就業人口数に対する女性起業の
割合、である。②から④の指標は、農村女性政策の主要施策である家族経営協定、社会参画、女性起
業の浸透の程度を示そう。ただし原データの性格と指標の解釈には少なからずの恣意が混じるので、
注意する必要がある。
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表4 都道府県における普及指導と農村女性政策
①基幹的農業従＠）主業農家数に占③農業委員総数に④女性就業人口数
都道府県I事者千人当たりの＇める家族経営協定占める女性農業委に対する女性起業普及指導員数 農家数（％） 員数の割合（％） の割合（知）
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①基幹的農業従事者数は農業センサス (2015)、普及指導貝数は協同農業普及事業年次報告書 (2015)
②主業農家数は農業センサス (2015)、家族経営協定農家数は農林水産省経営局調べ (2015)
③農林水産省経営局調べ (2015)
④女性就業人口数は農業センサス (2015)、女性起業数は農林水産省経営局調べ (2014)
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表4によれば、それぞれの最大と最少は、①普及指導員では9.1人（滋賀県）と1.6人（和歌山
県）、②家族経営協定では38.0%(栃木県）と1.8%(大阪府）、③女性農業委員では13.5%(栃木
県）と3.1%(山梨県）、④女性起業では56.7%。（長崎県）と2.1%。（静岡県）となり、その差は極め
て大きい。そして4指標間の相関は必ずしも高くない。
以上から女性政策に関わって次の3点が重要である。第1に、普及事業で指摘された都道府県の格
差拡大は、農村女性政策においてもみられる。そのため本来であれば、多様化ばかりでなく、格差の
拡大も大きな争点となる。しかし今回は女性政策の格差の拡大については触れない。女性政策に積極
的な都道府県の間に生じている多様化に注目する。女性政策のモデルを検討したいという理由からで
ある。
第2に、女性政策と普及事業との関係では、普及指導員が多いからといって、必ずしも女性政策に
積極的とは言えないことである。女性政策の展開においては確かに普及事業は要の位置を占めたが、
それは普及事業にそのような姿勢があってこそである。普及事業のなかに女性政策を適切に位置づけ
なければ、成果として現れない。
第3に、女性政策を構成する各施策間の関係である。家族経営協定・女性農業委員・女性起業の3
つの施策は、 「中長期ビジョン」において女性の地位向上の政策手法として提案された。家族経営協
定と女性農業委貝については第3次男女共同参画基本計画の成果H標となり、女性起業は6次産業化
へと広がり、それぞれ政策を深めていった。しかし現状はそれらの施策の浸透に大きなばらつきがあ
り、また個別に追求されているようにみえる。女性起業によって女性の経済的な基盤を確保し、家族
経背協定を締結し、それらのうえに農業委員などの社会参画を進めるというように、三つの手法は有
機的に連関させられていない。むしろ都道府県によって重点施策が異なるのが現実と言えよう (II)。
本章は山口県、長野県、福岡県を取り上げ、女性政策をめぐる多様化の現状を検討する。いずれも
女性政策においては先進的な県である。表4によれば、山口県は女性起業が3位、農業委員が6位、
普及指導員が8位、家族経営協定は25位である。長野県は農業委員が4位、家族経営協定が4位とそ
れぞれ高位にあるが、女性起業は40位、普及指導貝は46位と低い。福岡県は家族経営協定が6位、普
及指導員が10位、女性起業が21位、農業委員が28位である。これらの数字は表4に現れる限りのもの
で、また数字の解釈も難しく、 3県の現状を歪める。実際にこれら 3県を選択した理由は表4の数字
によるというよりも、それぞれ特徴のある女性政策を行っているからである。
以下では3県を事例に都道府県レベルの女性政策の類型化を試みる。類型化はお互いの相違に注目
するので、現状をそのまま反映しない。確かに共通点も多いが、ここでは類型化を優先する。
3県の類型化は農林水産省の政策の3期に分けた展開に対応させる。すなわち山口県は第1期の生
活研究グループという視点から、そして長野県は第2期の農村生活マイスター（女性農業士）に注目
し、福岡県は第3期の農業女子に焦点を当てる。それぞれは一つの典型的な類型を説明するための事
(11) 都道府県農政における女性政策の比較については岩本・大内 (2014)をも参照。
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例として扱われる。本章の課題は、 3県の実態を詳述することではなく、 3県を手掛かりに都道府県
レベルでの女性政策の多様化、それを3類型として提示することにある。
各県の分析はそれぞれの女性政策に関わる基本方向（計画内容）と推進体制という 2本柱でなされ
る。都道府県は国レベルの女性政策という基本枠組の下で、都道府県の現状に合った政策を計画内容
に盛り込む。そしてそれを現場において農村女性を対象に推進していかなければならない。単に国と
農村女性を結びつける役割を果たしているのではない。女性政策の最前線に位置して、政策を実行す
る最も枢要な役割を果たすのである。
第2節山口県の農村女性政策
1. 女性政策の基本方向
(1)第4次山口県男女共同参画基本計画 (2016)
山口県の女性政策の基本方向を、男女共同参画基本計画、農政の行動計画、普及事業の方針、女性
ビジョンの内容から検討しよう。
山口県の農村女性政策の成り立ちは国と同様に2元的である。そこで初めに「第4次山口県男女共
同参画基本計画」 (2016~2020) からみていこう。ここで農村女性は次のように取り上げられる。
「施策体系 基本目標 1」に「重点項§(4)地域・農山漁村における男女共同参画の推進」とあ
る。そして「農林水産業・農山漁村において、女性は担い手の過半を占めており……重要な役割を果
たしています。しかし……女性の参画が十分に進んでいるとは言い難い……」と、国と同じ論理を展
開する。
しかし山口県の特徴はそれに続く次の文からである。 「近年では、地域資源を活用した起業活動や
集落営農法人での女性の活躍が期待されています。……女性の参画促進や女性起業グループ等の経営
発展に向けた支援などの取組を進める必要があります」という。すなわち参画ばかりでなく「起業活
動や集落営農法人」への支援が、女性政策の一つの柱となっている。さらに具体的施策になると、
「起業意欲のある女性や経済的自立を目指した女性起業グループ等の法人化の促進や農山漁村女性企
業の経営や安定化に向け、研修の実施やネットワークの強化、低利融資制度などにより支援しま
す」。ここでは女性起業ではなく、女性企業という言葉が採用されている。女性起業の段階から、法
人化と女性企業の段階へと引き上げることが具体策となる。以下の文章には女性起業と女性企業の二
つの用語が視在し紛らわしいが、出典による。一般的には女性起業を用い、女性企業は山口県の近年
の政策を指す場合に使っている。
そして計画の指標には、女性役員のいる集落営農法人割合、女性起業家・グループ数、起業した女
性グループ等の法人数が掲げられる。それぞれの目標値をあげると、女性役員のいる集落営農法人割
合は25.9%(2014年）を30%(2020年）へ、女性起業家・グループ数は275件 (2014年）を280件
(2020年）へ、起業した女性グループ等の法人数は16法人 (2014年）を35法人 (2020年）へ、である。
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(2)やまぐち農林水産業活力創出行動計画 (2015)
このような「第4次山口県男女共同参画基本計画」 (2016~2020)は「やまぐち農林水産業活力創
出行動計画」 (2014~2017) と対応する。 「農林水産業の活力創出」の 4つの柱のうち、 「I 新た
な人材や中核経営体の確保・育成」のなかに「3 農山漁村女性リーダー・女性企業の育成」があ
る。そして「『やまみちゃん』などの商品の開発・製造・販売に取り組む女性グループ等の法人化促
進」と「女性企業の経営の発展や安定化に向けた取組支援」をいう。
これに加えて無視できないのは、山口県農政における集落営農の重視である。 「農林水産業の活力
創出」の「m 需要拡大に対応した生産体制の強化」には、最初に「1 集落営農法人等を核とした
農業生産構造の改革」とある。また「W 生産基盤の整備と資源の保全・有効活用」では、 「農村地
域の活性化については、……集落営農法人等を中心とした営農の継続や集落機能の維持発展に向けた
取糾への総合的な支援を行います」という。このように、集落営農は生産体制と生産基盤の両面から
山口県農政の根幹をなす。そこに前述のように女性も組み込もうとする。
(3)協同農業普及事業の実施に関する方針 (2015)
このような「男女共同参画基本計画」や「農林水産業行動計画」における女性政策は、そのまま普
及事業に反映する。山口県の「協同農業普及事業の実施に関する方針」 (2015)は、国の「協同農業
普及事業の運営に関する指針」 (2015)や「協同農業普及事業の実施についての考え方（ガイドライ
ン）」 (2015)に対応し、さらも山口県独自の方針も加えられている。 「1 新たな人材や中核経営
体の確保・育成」には「 (6) 農村女性リーダー・女性企業」があり、女性企業について次のよう
に説明する。 「ルーラルガイド等の女性・高齢者の知恵・技や、多彩な地域資源を活かした農村女性
起業活動を支援するとともに、 『やまみちゃん』のブランドカの強化を圏り、農村の経済循環の一翼
を担う持続可能な中核経営体として農村女性企業を育成する」。注Hすべきは「農村女性企業」が
「農村の経済循環の……中核経営体として」位置付けられていることである。
農村女性起業を法人化して企業として経営安定に努めるばかりでなく、それは地域の経済循環の要
と位置付ける。地域経済のもう一つの柱は集落営農であり、そこにおいても女性の参画が期待されて
いた。このように山口県においては、女性企業と集落営農の両面にわたって女性に対する期待は極め
て高い。
(4)第3次山口県農山漁村女性に関する中長期ピジョン (2016)
女性への強い期待は「第3次山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン」 (2016)の存在によっ
ても明らかであろう。都道府県農山漁村女性のビジョン作成はもともとは農林水産省が1990年代に推
進してきた (12)。しかし近年は男女共同参画基本計画に吸収され、都道府県が農山漁村女性ビジョン
を独自に作成するところは少なくなってきた。山口県の中長期ビジョンはその意味で注目される。
(12) http://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/keikaku/siryo/pdf/ 4-2-2.pdf (2016.8.19) 
-171-
第56巻第1号 2017年10月
「第3次山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン」にはビジョンの「3 性格と役割」が記さ
れる。性格としては、 「県政運営の指針である「元気創出やまぐち！未来開拓チャレンジプラン」」
……、農林水産業の……『やまぐち農林水産業活力創出行動計画』との整合性を保ちつつ、農林水産
業・農山漁村において働き暮らす女性の視点から『農山漁村女性のめざそうとする姿』を示すもの」
と説明する。上位計画との整合性と農山漁村の女性視点を統合したものとなっている。さらに役割と
しては、 「県が進める農山漁村女性に関する施策の総合性、計画性を確保するもの」とある。農村女
性政策が統合性を失い、分散化する傾向が強い現在、総合性と計画性を強く打ち出している。都道府
県が独自に「農山漁村女性中長期ビジョン」を作成する意義は、一つは行政と現場の連携、もう一つ
は農山漁村女性政策の総合性の確保にあることを明示する。
このような性格を持つビジョンは、現状認識と施策方向を上位計画と共有する。すなわち「女性は
本県農林水産業の重要な担い手」とし、具体的には「集落営農法人への参画が期待されている農山漁
村女性」あるいは「農山漁村女性起業活動の課題は「経営発展と継承』」をあげる。これらはいずれ
も、県の計画に前述したとおりである。
最後に、ビジョンの担当部署として「山口県農林水産部 農山漁村・女性対策推進室」があげら
れ、作成に関与した団体として「山口県農山漁村女性連携会議」が記されている。ビジョンは県と連
携会議の共同作業なのである。これはビジョンの性格にあった「農林水産業・農山漁村において働き
暮らす女性の視点から『農山漁村女性のめざそうとする姿」を示すもの」という説明の、実質的な根
拠をなす。ここにおいて、山口県のビジョンは、 「男女共同参画基本計画」、 「農林水産業行動計
画」、 「協圃農業普及事業の実施に関する方針」などの行政の計画や方針を超え、農山漁村女性の現
実と関わりながら作成された。以上を検討するためには、計画やビジョンから現実に降りることが必
要である。
2. 女性政策の推進体制
(1)山口県における女性の就業構造
農村女性政策の説明はしばしば「女性は重要な担い手にもかかわらず」という論理構造をとる。そ
の意味で山口県の女性は十分すぎる資格がある。 2015年農林業センサスによれば、農業就業人口に占
める女性の割合は、山口県は51.5%で、都道府県のなかでは 1位である。全国の数字は48.1%であっ
た。さらに過去にさかのぼると、全国のピークは1975年の62.4%で、このとき山口県は70.2%と、滋
賀県の70.8%に次いで2位にあった。しかし滋賀県は2015年に47.4%となり、都道府県のなかでは30
位に落ち、山口県が1位となった。すなわち山口県はこの40年間、全国的にみると、女性の就業人口
割合が最も高い県であった。
理由の一つは山口県が安定兼業地帯であったことである。男性が非農業に就業し、そのあとを女性
が支えたのである。そして 1戸当たりの経営規模も全国的には小さく、集落営農が県農政において進
められ、女性も当初からその中に組み込まれた。
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(2)山口県農林水産部農山漁村・女性対策推進室
このような女性の就業構造を背景に山口県も積極的な女性政策を行ってきた。その中心が山口県農
林水産部農山漁村・女性対策推進室である。背景にあるのは、 「女性が生産と生活の両面で重要な役
割を果たしている。このため、農林水産業・農山漁村の振興と活性化を図るためには、農山漁村女性
の能力を最大限活用することが必要である」とする。すなわち山口県の農林水産業・農山漁村には女
性の能力が不可欠であるとの認識である。
これは行政組織の編成によく表れる。推進室は農山漁村・女性対策推進室設置要綱によって、山口
県農林水産部内に「部内室」として設置される。 2014年において、推進室の室長は農林水産部次長、
室次長は農林水産政策課長、農林水産政策課女性企業育成班を専任職員とする。また兼務として、農
林水産部の団体指導室、農業振興課、畜産振典課、森林企画課、水産振興課の班長が入る。このよう
に推進室は農林水産部を挙げての組織となっている。そして設置要綱は1995年からの施行であるの
で、先の現状認識はすでに20年以上に及ぶものである。
推進室の所掌事務は2014年においては「 (1)農山漁村女性・高齢者対策に係る施策の総合調整に
関すること」と「 (2)第2次農山漁村女性の関する中長期ビジョンの普及・ 定着に関すること・農
山漁村男女パートナーシップに関する指標の進行管理等」である。 2014年は第2次ビジョンの進行管
理が所掌事務であるが、 2015年には「第3次農山漁村女性に関する中長期ビジョン」が作成された。
ビジョンの作成と進行管理は、推進室が農林水産部の部内室であることによって可能となる。いわば
プロジェクトチームの性格を有するのである。
そして推進室は実質的には農林水産政策課女性企業育成班が実行する。このような班の存在も無視
できない。女性政策を実質的に取り仕切る担当班が存在し、名称は女性企業育成班である。ここから
も山口県の女性政策の基本方向が分かる。
(3)山口県農山漁村女性連携会議
ビジョンの最後のページには担当者として、山口県農林水産部農山漁村・女性対策推進室と山口県
農山漁村女性連携会議の二つが明記されている。このうち後者は10団体によって構成される。すなわ
ち山口県JA女性組織協同会、山口県漁業協同組合女性部、山口県生活改善実行グループ連絡協議会、
山口県農家生活改善士会、山口県漁村生活改善士会、山口県林業研究グループ連絡協議会女性部会、
やまぐち女性畜産連合会、山口県酪農青年女性会議、やまぐち女性農業委員の会、やまぐち農山漁村
女性起業ネットワークである。
これは山口県農山漁村女性連携会議設置要領によって設置されている。要領は1988年からの施行
で、設置の理由は次のようになる。 「農林業生産、農林漁家生活の運営、及び地域社会の維持に大き
な役割を果たしている農山漁村女性の社会参画・…・・地位の向上……学習活動（の助長）……女性団体
の相互連携」である。そして会議の庶務は農林水産部農山漁村・女性対策推進室が処理する。これら
は山口県が積極的に農山漁村の女性の組織化を進めている姿勢を示そう。
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(4)農山漁村女性起業支援
山口県の女性政策の中心の一つが女性企業である。農林水産政策課には「女性企業育成班」があ
り、ここは山口県農林水産部農山漁村・女性対策推進室と山口県農山漁村女性連携会議を実質的に担
当してきた。そして農村女性企業は農村の経済循環の中核経営体とも位置付けられていた。地域経済
のもう一つの柱は集落営農で、そこにも女性の参画を強く求めていた (13)0 
このような政策は都道府県別にみた女性起業数にも反映する。 2014年度において、山口県は275
件、女性起業普及率（女性起業件数／女性農業就業者数）では表4にあるように全国で3位である。
単に多いばかりでなく、女性起業を個別経営とグループ経営に分けると、山口県はグループ経営が
215件で、 78.2%を占める。全国ではグループ経営は48.4%で過半を割り、近年はグループ経営より
も個別経営が増加している。これらを背景に置くと、山口県の特徴は女性起業が多いことと、その重
心がグループ経営にあることと言えよう。
山口県の農山漁村女性起業支援は1994年に始まり、きわめて古い。 2003~2005年度の農村女性起業
化ネットワーク推進事業によってネットワーク化が構想され、 「やまぐち農山漁村女性起業ネット
ワーク」が2004年に設立され、統ーブランドも創設された。そして2013~2016年の事業では、女性起
業は女性企業と名称を変え、農山漁村女性企業育成事業とした。このような展開のなかで農山漁村女
性起業支援センターが設置され、 「やまみちゃん」ブランドカの強化が図られるようになった。ネッ
トワークには2014年度末で113会員が参加し、その内訳はグループが88、個人が25である。また農山
漁村女性起業支援センターでは「やまぐち農山漁村女性起業統一ブランド」の認定も行い、商品の質
を維持しようとしている。
このように山口県の農村女性政策の特徴は、第1に女性を地域経済の重要な担い手と位置づけ、女
性企業と集落営農のなかに位置付けていることである。第2にそれを遂行する県庁の組織は、牒林水
産部内の「部内室」であり、また女性企業育成班である。これらが女性企業と集落営農を県の農政と
して積極的におし進めている。第3に農村女性はグループとして組織化が図られ、それは集落レベル
から全県レベルにわたり構築されていた。山口県農山漁村女性連携会議や女性起業ネットワークなど
である。これらは従来の生活改善グループを基礎とした組織を広範囲に展開させたものである。第4
に従来の女性組織のうえに農村女性企業など農村女性の新しい活動を発展させようとしている。既存
組織に新しい活動を持ち込むのである。すなわちここでの新しい女性活動はグループによる「見える
化」を目指している。第5に農林水産省の女性政策との対応という点では、グループと地域を重視し
た長期にわたる蓄積を有するという点では第1期にあたる。これを基盤に新しい女性政策を展開し、
そこには産業原理も導入された。
(13) 山口県の女性起業については、吉武 (2013)が詳しい。
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第3節長野県の農村女性政策
1. 女性政策の基本方向
(1)第4次長野県男女共同参画計画(2016)
長野県の女性政策の特徴を、男女共同参画と県農政の両面から、それらの計画に即して検討する。
前者から始めよう。長野県は「第4次長野県男女共同参画計画」を2016年2月に策定したばかりであ
る。農村女性はここにおいて「V 目標と推進施策の展開」の「目標3 農林業、商工業等の自営業
における女性の参画促進」として登場する。長野県の農村女性政策の特徴をこの「参画促進」という
視点から説明しよう。
「目標3」は「施策の展開」で具体化される。ここで参画という言葉が使用されるのは、次の2例
である。 「家族経営協定の締結により、女性が対等なバートナーとして農業経営に参画できる環境の
整備を進めます」と「農村生活マイスターの認定事業により、農村女性の社会参画を推進します」で
ある。すなわち参画の焦点は家族経営協定と農村生活マイスターにある。
また「第4次長野県男女共同参画計画」には達成目標一覧がある。ここで県活動指標として採用さ
れているのは、農村生活マイスターの認定者数である。県活動指標とは、 「主として県の施策・事業
や県と国・市町村の協同による行政活動によって実現をめざすもの」である。すなわち農村生活マイ
スターは県の行政活動の達成目標として、極めて重要な位置を占める。これは現状の1,012人 (2015
年3月）を1,100人 (2016年）とするが目標である。ただし2017年度以降の目標値は、次期長野県農
村女性プランの策定に合わせて検討予定とある。
これに対してもう一つの指標は県民指標で、ここには女性農業委員があげられる。県民指標とは
「県だけでなく、県民をはじめとする多様な主体の活動によって実現を目指すもの」である。女性農
業委員は県の行政活動だけでは達成できない。女性農業委員がいる市町村数を71(2015年5月）から
全市町村の77(2020年）へ、また農業委員に占める女性の割合を11.7% (2015年5月）から30.0%
(2020年）へ、というのがH標である。
ここで、参画、家族経営協定、農村生活マイスター、農業委員などの言葉を並べれば、第2章で取
り上げた農林水産省の女性政策の展開にみた第2期に対応することが了解できるだろう。そこでは生
活原理に加えて人権原理が導入された。それとともに政策の対象が生活改善グループから称号を伴っ
た個人へと、移ったことも指摘した。このように「第4次長野県男女共同参画計画」における農村女
性政策は男女共同参画の趣旨に沿ったものとなっている。
(2)第2期長野県食と農業農村振興計画改定版 (2013)
次に県農政の基本計画である「夢をかなえ人を結ぶ侶州の農業・農村 第2期長野県食と農業農村
振典計画改定版」 (2013)における女性の位置を検討しよう。しかし女性への言及は振興計画の「第
6章 地域別の発展方向」には多いが、それ以外の章ではほとんどない。第6章を除けば、女性が登
場するのは「第4章 食と農業・農村の進行に関する施策の展開方向」における「第2節 皆が暮ら
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したい農村」の「 (1)農村コミュニティの維持・構築」である。中山間地域等においては「農村女
性や高齢農業者等による地域資源を活用した伝統食や農産加工品、産直など」であり、都市近郊地帯
等においては非農家住民との交流に「そば打ちや農産物加工などの農村女性が持つ技術」が取り上げ
られるにすぎない。ここで注目されるのは伝統食、加工、産直などであり、女性に期待される能力と
しては限られている。
家族経営協定と 6次産業化についての言及も、女性政策視点というよりも産業視点で扱われ、女性
は登場しない。家族経営協定については、 「企業的農業経営体」の例として「就業規則の整備や家族
経営協定の締結、社会保険・労働保険への加入」とあり、あるいは家族経営における「円滑な経営継
承等の促進」の手法としてである。また 6次産業化は長野県農政の重要な柱として言及されることが
多い。例えば「信州ブランドの確立とマーケットの創出」の一つに「6次産業化の推進」がある。し
かし必ずしも女性とは関連付けられていない。
そして農村生活マイスターや女性農業委貝は、農業農村振興計画の重要な構成員としては扱われて
いない。直前の農業農村振興計画とは大きく異なる。 「食と農が織りなす元気な1言州農業 長野県食
と農業農村振興計画」 (2007)には「農業・農村を支える多様な担い手づくり戦略」において「地域
農業を担う女性農業者の育成・支援」が提言されていた。そこには女性登用、起業活動、農村生活マ
イスターなどへの言及があった。すなわち新しい「第2期長野県食と農業農村振典計画改定版」
(2013)は、県農政における女性政策の後退を示唆しよう。農政の基本計画において、農村女性の
「見えない化」が進んでいる。
以上は長野県全体の農政の振興計画であるが、現場はそれと著しく異なり、地域は女性に多様な役
割を期待している。 「第6章 地域別の発展方向」からは別の現実が浮かび上がる。以下に並べよ
う。 1つ目は農業の多様な担い手として、定年帰農者、 Iターン者などとともに女性、女性グループ
があげられている。 2つ目は6次産業化との関わりでの女性への言及である。農業法人や農村女性起
業組織等が自ら行う生産・加工・販売、より魅力ある農業ビジネスが展開、農村女性による地域の食
材を活用した「ふるさとの味」、農産物の利活用の拡大、などとある。 3つ目は集落組織の活性化に
女性が関わる。地域農業や地域コミュニティの維持• 発展、女性の農業経営や地域活動への参画促
進、住民参加による協働の農村づくり、などである。 4つ目に地域の食文化の担い手としてである。
女性の技を活かした次世代・消費者への郷土の味の伝承、などが強調されている。
このように長野県の農村女性政策において、県農政レベルと地域農政レベルの間にはギャップがみ
られる。現場は女性の存在を必要とし「見える化」を目指しているが、県農政のなかには女性が位置
付けられず、女性の「見えない化」が進んでいる。
(3)協同普及事業の実施に関する方針 (2015)
このようなギャップは長野県の「協同普及事業の実施に関する方針」 (2015) にも反映している。
「普及指導活動の課題」は「第2期長野県食と農業農村振典計画改定版」の (2013) 「第4章 食と
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農業・農村の振興に関する施策の展開方向」の各項目に対応する。そしで次の 2項目が女性政策に関
わる普及課題として指摘されている。 「夢ある農業を実践する経営体の育成」のなかに「 (6)女性
農業者同士のネットワーク化とリーダーとなる女性農業者の育成」と「 (7)家族経営協定の締結等
による円滑な経営継承への誘導支援」がある。このうち家族経営協定は振典計画にも経営継承という
同じ内容であげられていた。しかし女性農業者の扱いは普及事業の方針と振興計画ではやや異なる。
振輿計画では女性を多様な役割を担うものとしていたが、普及事業の方針では女性農業者をネット
ワーク化とリーダー育成という視点から把握している。これは普及事業の関心から来よう。ネット
ワークやリーダーという広がりを視野に入れるからである。
(4)第5次長野県農村女性チャレンジプラン (2013)
このような普及事業の視点を強く出したのが「長野県農村女性チャレンジプラン」である。 「第5
次長野県農村女性チャレンジプラン」は2013年3月に長野県農村生活マイスター協会、長野県農村女
性団体連絡協議会、長野県農政部の3者の名前で公表された。プランの期間は2013~2017年で、事務
局は長野県農政部農村振興課である。
もともと長野県農政部は1991年に「長野県農村女性プラン」 (1991~1995年度）を策定し、これは
全国でも一番早かった。そして第3次 (2001~2005年度）は「農に生きる男女共同参画プラン」、第
4次 (2006~2011年度）は「新農に生きる男女共同参画プラン」と続き、男女共同参画を前面に出し
ていた。このように長野県のプランは積極的な社会参画を提唱し、人権原理に強く彩られている。
これを受けた第5次のプランも、策定の趣旨は「農村女性が権利と責任を持って農業経営や地域活
動に主体的に参加するとともに、農村に暮らす全ての人と協力し、元気な農村を築くための指針と」
することである。これは「女性が果たす役割に対しての評価は未だ十分ではない」という現状認識に
基づく。男女共同参画の方針は第4次のプランから引き継いでいる。
達成目標として掲げるのは経営参加、地域参加、起業参加と分けてあるが、次の7項目である。農
業経営への参加には「家族経営協定締結農家」 「農業士の認定（女性認定者）」 「新規女性自営就農
者」、地域社会への参加には「農村生活マイスターの認定者数」 「女性農業委員が選出されている市
町村」、起業活動への参加には「女性起業」 「食農教育に取り組む女性グループ数」とある。
ただし計画の位置づけとしては「第3次長野県男女共同参画計画」 (2011) と「第2期長野県食と
農業農村振興計画」 (2013)を踏まえたもので、それらの下位計画になる。
2. 女性政策の推進体制
(1)農村女性の活動体制
「第5次長野県農村女性チャレンジプラン」は長野県農村生活マイスター協会、長野県農村女性団
体連絡協議会、長野県農政部の 3者の名前で公表された。そしてその基本には人権原理があり、農業
経営・地域社会・起業活動への参加があげられていた。
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以下では女性政策の推進体制としてプランの作成に関わった前述の3者を検討しよう。マイスター
協会、連絡協議会、農政部である。ただし連絡協議会は長野県農村生活マイスター協会、農村女性
ネットワークながの、長野県女性農業委員の会、長野県農業協同組合女性協議会の4者によって構成
マイスター協会もその一員となっている。すなわち 3者による作成であるが、実質は行政と女され、
性団体の2者で、女性団体を代表するのがマイスター協会なのである。
図1は「長野県における農村女性の活動体制と主な内容」を示す。 2002年の報告書 (14)からの引用
で、数字など現在とは異なるが、活動体制の全体を理解するには分りやすい。 2000年のセンサスでは
基幹的女性農業者数が45,696人で、基幹的農業者全体の49.6%を占めていた。このような土台の上に
女性の活動体制が建てられていたのである。
図1 長野県における農村女性の活動体制と主な内容
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ー
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『IIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIII~
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● 女性農業委員 (H14.7)
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235人 (103市町村）
● 農村生活マイスター (Hl4.3)
屑暉鱈置闘層圃
? 589人 (10期目）― l圃ッ
?
●農村女性自主的学習集団
495集団 (5,005人）
●農村女性ネットワークながの
360集団 (2,636人）
●女性農業者セミナー修了生
累計16,986人
? ●ふるさと信州味ネット (H15.4)
52個人・団体加入
化 ●各種農村女性組織0全国女性農業経営者会議
0長野県女性農業委員会の会
021世紀に羽ばた＜畜産を
担う女性のネットリー ク委員会
0長野県農業経営者協会
0長野県国際農友会
0長野県鉢花園芸組合
● JA長野県女性協議会
55,519人
女性正組合員 48,749人
農協総代 223人
参与 40人・理事 12人
基幹的女性農業者数
46,696人 (49.6%)
総農家戸数 136,033戸
専業 16,246戸
, ............... : ．
：連携しての主な活動内・. .ヽ.............1 
' ・農に生きる男女共同
参画プランの推進
・農村女性の役猫への
登用に関する活動
・家族経営協定の推進
・学校給食への地元農
産物提供に関する活
動
・農業労働力補完活動
・農作業体験等、消費
者との交流イベント
•市町村農村女性プラ
ンの策定と実践
・農村景観の保全
•加工、直売等企業活
動
・風習や習慣の見直し
と暮らしやすい地域
づくり
・などなど・・・
: .......... .
(14) 
（出典：長野県農政部農業技術課、 2002、p.104)
長野県農政部農業技術課 (2002、p.104)。この報告書は当時の状況をよく伝えている。
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図1によれば、女性団体は3層に分けられる。下から「学習で輝き、地域を動かす仲間」 「地域活
性の仕掛人」 「農業施策へ女性の感性発揮」の 3つのレベルがある。一番下の「学習・地域・仲間」
は二つに分類できる。一つは農村女性自主的学習集団、農村女性ネットワークながの（もとは長野県
生活改善グループ連絡協議会）、女性農業者セミナー修了生である。もう一つは各種農村女性組織と
JA長野県女性協議会である。地域における女性の活動という点では、前者が重要である。そしてこの
上に、 「地域仕掛人」には農村生活マイスター、 「農業施策」には女性農業委員とある。
すなわち「学習・地域・仲間」レベルの学習集団、生活改善グループ、セミナー修了生、 「地域仕
掛人」レベルのマイスター、 「農業施策」レベルの農業委貝という 3層が浮かび出る。これは現在の
構造であるが、長野県の女性政策の積み重ねから生まれたものでもあった。県の担当者も「セミナー
からグループになって、そこからマイスター、議員とか、 JAの理事参与、家族経営協定とか、流れが
できた」という。
このような3層構造の出発点に位置するのが、女性農業者セミナーである。 1982年に農村婦人学級
として始まり、 1992年からは現在の名称となった。講座の内容は「農業・農家生活・農村地域社会全
般に渡り、経営参画や地域づくりに必要な知識や技術等が取り上げられ」る。そこでの手法が「問題
解決学習」である。基礎講座と専門講座があり、受講期間は各2年間に及ぶ。
講座は農業改良普及センターの管轄地域ごとに実施される。講座の修了生は2006年で17,768人であ
る。これらの修了生は修了後にグループを結成し、仲間づくりから地域づくりなどの活動の担い手と
なり、さらには農村生活マイスターと育っていった。マイスターの約6割は修了生である。
(2)農村生活マイスター
長野県の農村女性活動の要に位置するのが農村生活マイスターである。 「第4次長野県男女共同参
画計画」においては、女性農業委員とともに、農村生活マイスターの認定者数が達成H標とされてい
た。また「第5次長野県農村女性チャレンジプラン」の策定にあたっては、長野県農村生活マイス
ター協会は行政との共同作業に加わった。
これは女性政策の担い手が生活改善グループから農村生活マイスターヘと移行したことでもある。
背景にあるのは、生活改善グループ数とグループ貝数の減少である。グループ数のピークは1982年、
グループ員数のピークは1967年であった。グループ数も1967年から減少傾向にあったが、 1982年に始
まる農村婦人学級がグループ数の増加につながった。しかしその後は減少し、今に至る。このように
して女性政策の焦点は、 「学習・地域・仲間」のグループから「地域仕掛人」の農村生活マイスター
へと、 3層構造を一つあげることになった。このようにして1992年に農村女性リーダー設置事業がは
じまり、長野県農村生活マイスター認定要領が制定され、 1993年には長野県農村生活マイスター協会
が設立された。
女性政策の対象の移行は、農村女性に期待される役割の変化を伴なった。 「学習・地域・ 仲間」か
ら「地域仕掛人」へと、新しい農村女性像が提示された。地域仕掛人が日指すのは、農村女性設置事
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業では、 「農業・農村地域の活性化、男女共同参画型農村社会の形成」とされた。
また図 1の「農村女性団体等の活動の促進」にあがるのは、 「農政施策への提言及び政策の場への
積極的参加」 「農に生きる男女共同参画プラン推進のための話し合いや集いの企画推進」 「市町村、
関係機関との連携」である。また「地域農業振興への参加」では、 「地域農業振興計画づくりへの参
画」 「農業後継者の育成」などがある。
このように、グループから個人へと女性政策の対象が移行したこと、男女共同参画型農村社会を目
指したこと、 1992年に始まったことなど、農林水産省の「中長期ビジョン」 (1992) と期せずして呼
応しあう内容となっている。
長野県は農村生活マイスターを政策推進のキーパーソンとした。長野県は農村生活マイスター認定
要領を制定し、マイスターには実のある活動を求めている。それは認定の仕方に現れる。一つは認定
要件で、意欲的で地域の信望が厚いこと、地域の実践集団での活動があること、概ね40~60歳、とい
う3要件をあげる。ここで地域の「実践集団に所属し、積極的に活動していること」が注意される。
地域のリーダーとなるマイスターは実践集団のなかから選ばれる。
もう一つは認定の手続きである。認定申請には市町村長の意見書が必要で、申請書は農業改良普及
センターを経由して知事に提出される。申請者は5回の農村生活マイスター事前研修を受講し、認定
会議で審査を受け、知事から認定証を交付される。
そして認定後は次のような地域での活躍が期待された。参画の側面においては、家族経営協定締結
の推進、政策決定の場への参画（市町村議会議員、農業委員、 JA理事等）である。地域活性化の場面
では、地産地消 ・6次産業化、食農教育・学校給食、グリーンツーリズムなどがある。すなわち「長
野県農村女性チャレンジプラン」を地域で推進するリーダーとなることである。
図1「農村女性の活動体制」で示した3層構造において、農村生活マイスターは中間のレベルに位
置した。農村生活マイスターは、認定要件における地域の実践集団での活動からはじまり、認定後は
政策決定の場への参画に到る流れの中に位置付けられた。長野県の農村生活マイスターの制度はこの
ようにきわめて体系的なものであり、県はそれを積極的に推進してきた。
それは次の数字にも現れる。農林水産省のホームページには「指導農業士、青年農業士、女性農業
士数」 (2014年度） (15)がある。このうち女性農業士として括られる名称は都道府県によって異なる。
山口県では農家生活改善士であり、福岡県では女性農村アドバイザーである。これによれば、長野県
の農村生活マイスターは733人で、新潟県の農村地域生活アドバイザーの961人に次いで多い。そして
このような活動の成果が表4においては、長野県は農業委員が4位、家族経営協定が4位となって現
れるのである 06)。
長野県の農村女性政策は次のようにまとめることができる。第1に女性政策の基本を人権原理に置
(15) http://www.maff.go.jp/j/keiei/kourei/danzyo/d_cyosa/wornan_data 6/pdf/hl6_nintei.pdf (2016.8.25) 
(16) 長野県の家族経営協定については川手 (2006)を、社会参画については藤井 (20ll)がそれぞれ農村女性レベルにお
いて詳細に報告している。
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き、社会参画を進めていること、第2にそのために農村生活マイスター制度を整備したこと、それは
問題解決学習を行う「学習・地域・仲間」レベルから始まり、その中から「地域仕掛人」レベルの活
動をする農村生活マイスターが認定され、さらに「農業施策」レベルヘと社会参画の展開が図られた
こと、第3に農村生活マイスターという称号を個人に与え、それ以前の生活改善グループ活動の停滞
に対応するものであったこと、第4にただし長野県の農業農村計画においては女性の「見えない化」
がうかがわれ、産業原理からの女性の位置づけが弱いこと、第5に以上のような特徴は農林水産省の
女性政策の第2期を画した「中長期ビジョン」に盛られた内容に呼応すること、などである。
第4節福岡県の農村女性政策
1. 女性政策の基本方向
(1)第4次福岡県男女共同参画計画 (2016)
福岡県の農村女性政策の基本方向は「第4次福岡県 男女共同参画計画」 (2016) と「福岡県農
業・農村振興基本計画」 (2012)の2つの計画に記される。
先に男女共同参画計画を取り上げる。ここで「農」が言及されるのは、 4つのH標のうちの2であ
る。 1つは「目標l 働く場における女性の活躍促進」の「 (2)女性のニーズに応じた就業の促進
④農林水産・尚工業等の自営業における女性の経営参画の促進」、そしてもう 1つは「目標2 地
域・社会活動における女性の活躍促進」の「 (2)女性の活躍による地域の活性化 ①農林水産業に
おける女性の参画促進」である。いずれも女性の参画促進を掲げるが、前者は経営参画、後者は地域
参画である。
経営参画の「主要な施策、事業、取組」には、 「家族経営協定締結の推進」 「農村女性リーダーの
育成と活動支援」 「女性農業者の活躍促進対策」 「女性が輝く農業経営発展対策」が並ぶ。このうち
「活躍促進対策」は女性農業者の起業促進を内容とし、成果指標にも「女性農業者新規起業数」の目
標として100件 (2015-19年度合計）とある。
地域参画では、 「主要な施策、事業、取組」に「農業委員会における女性委員の登用推進」 「農業
協同組合における女性役員の登用推進」 「農村女性リーダーの育成と活動支援」がある。成果指標は
「女性農業委員数」で、 92人 (2014年度）を100人 (2016年度）にすることを目標とする。
男女共同参画を経営参画と地域参画に分け、内容も家族経営協定、女性起業、女性農業委員、農協
の女性役員など、福岡県の男女共同参画計画は国の計画に沿い、人権原理による内容となっている。
(2)福岡県農業・農村振興基本計画 (2012)
これに対して「福岡県農業・農村振興基本計画」における女性の位置づけは、福岡県の農業の実態
に即したものである。基本計画の「第3章 施策の展開方向」は6項目を挙げ、このうち 2項目にお
いて女性に言及する。 「3 若者や女性が活躍する農業経営を推進」と「5 女性の活躍、地域資源
の活用で農業・農村を活性化」である。前者が農業経営、後者が農村と 2つの領域を指定する。福岡
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県はこのような形で農業農村計画のなかに女性を前面に押し出し重視する。農業農村のなかに女性の
位置が明確に記され、女性が「見える」。山口県や長野県に比べると、福岡県の女性はよく「見え」
て、 目立つ。
福岡県は女性を農業経営のなかに位置づけて「女性が活躍する農業経営の推進」を施策とする。そ
の特徴の第1は女性政策の対象を「女性農業者」とすることである。 「福岡県農業・農村振興基本計
画」に登場するのは女性農業者であり、これは山口県と長野県が農村女性としているのと異なる。福
岡県では農村の女性ではなく、農業をする女性が政策の対象となる。
第 2 に、施策の目標は「園芸農業の維持•発展」である。これは福岡県の農政の基幹に関わる。農
業農村「計画の基本的な考え方」には、福岡県はこれまで「米の生産調整が強化される中、県独自品
種を活用したブランド化による競争力ある産地の育成を推進し、収益性の高い園芸農業への転換や安
定した水田農業の実現に取り糾んできました」とある。女性農業者は、米の生産調整のなかで進めら
れた園芸農業の重要な担い手として期待されている。女性は農業者として、それも不可欠の人材とし
て、福岡県の農業と農政のなかに明瞭に位置付けられた。
第3に、女性農業者と園芸農業をつなぐ施策は負担軽減と起業である。負担軽減の施策は「農協に
高齢者を預かる「あんしん広場』を設置」と「営農ヘルパー」である。起業に向けての施策には、能
力発揮対策として新商品の開発などへの支援がある。ここでは女性農業者を支えるために、社会環境
の整備を岡ろうとする意図が強い。女性農業者が園芸農業の担い手となるための条件整備である。
また農村のなかでの女性の位置づけには、 「女性農業者の地域における社会参画を促進」と「地域
資源を活用した 6次産業化の取糾を支援」がある。ここでの6次産業化は先の起業活動からの展開で
ある。
このような農業農村の基本計画における女性農業者の重視は、 「福岡県農業・農村振興条例」
(2001)に根拠を有する。条例は農業の確立、食の重要性、農村の多面的機能を碁本理念とし、女性
については次のような主要施策をあげる。 「三 意欲ある担い手育成……並びに女性が自らの意志に
よって農業経営及びこれに関連する活動に参画する機会を確保するための環境整備に必要な施策」。
そして振興条例には「おおむね5年ごとに基本計画を変更するものとする」とある。
ただしこの「福岡県農業・農村振興条例」 (2001)は、現在は「福岡県農林水産業・農山漁村振興
条例」 (2014) と改められた。 「農業・農村」から「農林水産業・農山漁村」へと名称が変わり、条
例の目的が1次産業全体の振興へと拡大された。新しい条例では「六 女性が自らの視点を括かした
経営及びこれに関連する活動に参画する機会を確保するための環境整備に必要な施策」と、女性の項
目が独立した。 「自らの意志」は「自らの視点」に変更されている。
(3)協同農業普及事業の実施に関する方針 (2015)
そして条例と基本計画を受け、福岡県の「協同農業普及事業の実施に関する方針」 (2015)はさら
に具体的になる。 「第1 普及指導活動の課題」では、農業農村基本計画の「第3章 施策の展開方
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向」にある 6項目を挙げる。そして女性についても、 「3 若者や女性が活躍する農業経営を推進」
と「5 女性の活躍、地域資源の活用で農業・農村を活性化」と、同じ文面で言及する。
ただし山口県と長野県にあった都道府県農山漁村女性ビジョンは、福岡県には現在はない。かつて
は1995年に策定された「男女共同参画で築く心ゆたかな農村型ライフスタイル農村女性ビジョン」が
あった。
以上のように福岡県農政における女性政策は、 「福岡県農林水産業・農山漁村振興条例」を基にし
て、 「農業・農村振典基本計画」と「協同農業普及事業の実施に関する方針」によって成り立つ。こ
こで女性は女性農業者として取り上げられ、農政においては基幹である園芸農業の担い手として極め
て重要な位置を占める。そして農政の外には「福岡県男女共同参画計画」が呼応する。
2. 女性政策の推進体制
(1)女性農業者支援係の設置
福岡県農政における女性政策は行政組織の上では、農林水産部経営技術支援課に置かれた女性農業
者支援係が担当する (17)。ここで注意すべきは、女性農業者支援係が2012年に設置された新しい部署
であること、女性農業者という言葉を採用していること、農政の女性政策がこの係に一元化されてい
ること、また経営技術支援課は普及指導センターを所管する課で女性政策が普及事業と連携しやすい
こと、などである。経営技術支援課には協同農業普及事業に関わる経営企画係もある。
2012年の設置は、農林水産部全体の組織改編の一環であった。女性農業者支援係設置の趣旨は、基
本計画に女性の活躍があること、負担軽減と社会参画促進を進める必要があること、その際に普及指
導センターを通した現場の指導が求められること、などである。しかし当時は他の都道府県には女性
という名称を持つ課・係・班はなく、設置そのものが福岡県の女性政策の際立った特徴をなした。
係の設置以前を「空白の10年間」と担当者は語る。すなわち県の普及組織においては2001年に農業
と生活の区分が廃止され、生活関係部門は生産部門と一体化された。そして2004年には大きな組織再
編があった。地域振興課（地域係・水田農業係）、野菜花き課（野菜係・花き係）、果樹畜産課（果
樹係・畜産係）となり、イチゴを中心として園芸強化体制が整えられた。農村女性の担当者は地域係
に配属されて、普及事業において女性の姿は極めて薄くなった。
このような流れのなかで県庁内に女性農業者支援係が設置され、女性施策に特化した係として驚き
をもって迎えられたという。ただしそれは生活の復活ではなく、女性農業者としての登場である。農
政の対象とする女性像は生活から農業に変わったのである。
女性農業者支援係の設置は、窓口が一元化され明確になったという効果もある。それは県庁内ばか
りでなく、農業協同組合との関係においてもみられた。たとえば女性農業者支援係の事業である負担
軽減のためのあんしん広場や営農ヘルパーは農協に取り組んでもらっている。
(17) 福岡県の農村女性政策と福岡県南筑後普及指導センターの女性農業者政策については、岩本 (2016) をも参照。
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女性農業者支援係の業務内容は「女性農業者の起業活動の推進及び負担軽減に関すること」であ
る。いずれも基本計画にある「女性が活躍する農業経営の推進」に関わるものである。また女性農業
者支援係は「女性農業者活動支援費」という予算をもつ。その内容は次のように分けられる。
①負担軽減としては「営農ヘルパー及びあんしんの広場の設置等に対する助成」がある。ただしこ
れは2012~2014年で終了した。次に②起業活動である。これは当初からあり、 2015年からは「女性農
業者の活躍促進事業」のなかで継続されている。 2015年の「女性農業者の活躍促進事業」において
は、ふくおか農業女性起業家育成熟、ふくおか農業女性起業ネットワーク、女性農業者の大活躍大会
2015などが実施された。前2者は農業女性起業家のための講座と起業家の交流である。後者は「女性
農業者の活躍を広くPRする大会」である。そして③経営管理技術を習得するための研修会開催費であ
る。最後に④ 「企業との連携による女性農業者の活羅推進事業」がある。これは2014年度から始まっ
た。福岡県内の企業と連携し、女性農業者が使いやすい商品開発を検討するというものである。農林
水産省が行う農業女子プロジェクトの福岡県版である。これら 4つのなかでは「女性農業者の活躍促
進事業」の予算規模が最も大きい。
女性農業者支援係はこのように県レベルでの事業を担当するとともに、インターネットを積極的に
用いた広報活動も行う。 「企業との連携による女性農業者の活躍推進事業」の募集要領、また「女性
農業者の活躍促進事業」の企画提案公募実施要領は、ホームページにあげている。事業報告書や女性
農業者の紹介もホームページに載っている。
このように福岡県では女性農業者支援係の設置とともに、女性農業者を対象に極めて積極的な施策
を実施してきた。以上は県庁レベルでの対応であるが、地域にはまた別の現実がある。それを普及指
導センターレベルの活動から検討しよう。
(2)普及指導センター
事例とするのは福岡県南筑後普及指導センターの女性農業者を対象とした普及活動である。南筑後
普及指導センターは福岡県の南西部にある大牟田市、柳川市、大川市、みやま市、大木町の 5市町村
を管轄区域とする。普及指導センターは2015年において、地域振興課、野菜花き課、果樹畜産課の 3
課で構成されている。 3 課構成は2004年の組織再編によるもので、地域振興課は地域係• 水田農業
係、野菜花き課は野菜係・花き係、果樹畜産課は果樹係・畜産係とされた。このうち地域振興課の地
城係が男女共同参画を担当する。男女共同参画は県庁レベルでは女性農業者支援係が、普及センター
レベルでは地域振興地域係が担当する。男女共同参画の所管とあるが、活動内容は「女性農業者の育
成支援」で、参画よりも育成支援を狙いとする。
南筑後普及指導センターの女性農業者に関わる活動を会議名からみると、以下のようになる。女性
農業者研修会、地区別女性農業者研修会、農村女性リーダー研修会、農業女性トップリーダー会議、
若手女性農業者ネットワーク研修会である。研修会が多い。
また普及指導センターが主に対象とする女性農業者は、会議名からわかるように、農村女性リー
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ダーと若手女性農業者である。 「農業女性トップリーダー会議」の参加者は、女性農村アドバイ
ザー、女性農業委員、 JA女性部、農漁村女性グループ、若手女性農業者等とある。このうち、女性
農村アドバイザー (18)はいわゆる女性農業士（長野県の農村生活アドバイザー、山口県の農家生活改
善士）であり、農漁村女性グループは生活改善グループなどを指す。これらが農村女性リーダーで、
これまでの女性政策の延長にあるものである。これに対して若手女性農業者は別の普及対象者で、新
しいタイプの対象者と言えよう。農村女性と女性農業者の違いである。
南筑後普及指導センターは「生産活動の担う若年層の女性農業者の割合は低い状況にある」 (19) と
の危機意識から、 2014年に「MJ (南筑後農業女子の会）」を発足させた。ここでの現状認識は「こ
のような（低い状況にある…引用者）中、近年、若手の女性後継者が就農するケースが散見され、こ
れら点在する若手女性農業者同士をつなぐネットワークづくりが急務である」というものである。そ
のため「若手女性農業者をリストアップして参加を呼びかけ、研修会や意見交換の場を設けることに
より、次泄代の女性経営者育成に向けた取り組みをスタートした」という。
これまでは女性の就業人口の割合が相対的に大きいことを前提とした女性政策であったが、ここで
は女性農業者の割合が低いことを前提とする。しかし皆無ではない。女性後継者として点在する。そ
して普及活動の目的は女性農業者を女性経覚者として育成することである。
普及手法は、リストアップ、参加の呼びかけ、場の設定という、極めて地道なものである。そして
「初回の会合では、参加者8名により、 r女性農業者を増やすためには何が必要か」をテーマに、 K
J法を用いたワークショップ及び発表を行った」。すなわちテーマは新しいが、手法は伝統的に生活
改善普及事業で用いられたものである。その後は、意向調査に基づいた研修、女性のトップリーダー
との意見交換、仲間づくり・ネットワークづくりへと活動が展開する。これも基本的には生活改善の
手法を踏襲している。
そして2015年度には若手女性農業者ネットワーク研修会が6回ほど開催された。 4回の研修は、複
式簿記のしくみ・パソコン簿記演習、生活設計の立て方、農業機械操作研修、 SNS基礎研修であ
る。ここには生活設計やSNSの研修があり、必ずしも農業生産に限定されない。
残りの2回は、地域の認定農業者協議会の主催による「女性農業者の集い」と、福岡地区の若手女
性グループとの交流会である。前者は地域のなかでの世代を超えた交流であり、後者は地域の外の同
枇代との交流である。このようにして点在から研修会へ、さらにネットワークヘと、若手女性農業者
は地域社会の内外に自らの位置を獲得していく。
なかでも地域内でのネットワークづくりは2015年度に 2回開かれている。 1つは前述の若手を対象
とした「女性農業者の集い」であり、もう 1つは地域全体の「農業女性トップリーダー会議」であ
る。トップリーダー会議は農村女性リーダーと若手農業者をつなぐもので、女性農業者大活躍大会と
(18) 福岡県の女性農村アドバイザーは2015年に 126人、任期が5年で、毎年20人ほどが交代する。任期の終了後には福
岡県女性農村アドバイザー OB会..緑の風”がある。
(19) http://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/l58457_50910217_misc.pdf (2016.9.13) 
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称し、 「若手女性農業者の育成に向けて」をテーマに討議がなされた。
以上は普及指導センターの担当者によれば、次の4段階を踏むという。①若手女性農業者のリスト
ァップ、②参加への誘導、③活動の動機づけ、④ニーズに応じた活動提案、である。これらをもって
「若手女性農業者の育成プログラム」が構成される。
ここでの特徴の第1は、 「既存の組織への誘導ではなく、ゆる＜、広いつながり」のなかで若手女
性ネットワークを構築することである。既存の組織は若手女性農業者が誘導される対象とならない。
ネットワークという新しい組織の作り方や運営の仕方を構想しなければならない。 SNSの研修もこ
こに関わってくる。
第2に、リストアップから始まる人材発掘という新しい問題である。若手女性農業者は点在して、
普及指導センターからは見えない。それを「見える化」して、なおかつ普及指導の対象者としなけれ
ばならない。普及とは人が相手で、育てることだとはよく言われるが、人材発掘とはまさにそれにあ
たる。単なる技術や知識の普及は「見える化」ではない。
第3に、県庁レベルと普及支援センターレベルの相違と補完である。県庁レベルではすでに見えて
いる女性農業者を対象とし、全県的な規模で、時にはイベント風に行われる。農業女子の広報活動と
いう側面もある。それに対して普及支援センターレベルでは、リストアップという発掘から始まる。
極めて地道な活動であり、多くの労力を要する。しかし現在の普及指導体制はそのように組織されて
いない。普及指導員が減少し、また普及支援の重心が技術や経営に移行しているからである。望まし
いのは普及支援センターレベルで若手女性農業者を発掘し、動機づけ、地域に定着させ、そのうえで
県庁レベルの活動に上げていくという、補完関係であろう。
第4に、しかしながら若手女性農業者に対する普及方法はなお模索のなかにある。農林水産省レベ
ルには農業女子プロジェクトがあるが、それは普及支援センターレベルの手法とならない。センター
間での情報交換、さらには都道府県間での情報交換などによって、現場レベルでのモデルとなる普及
方法を確立する必要があるが、そのような機会は普及制度の変化によってほとんどなくなった。
これまで福岡県の女性政策を女性農業者に焦点を当てて説明した。福岡県の特徴は、第1に女性農
業者を女性政策の主要な対象としていることである。特に若手女性農業者であり、農業女子である。
第2にこれは福岡県の農政の基本方針である園芸農業の振興からくる。そこでは女性農業者は重要な
担い手であった。人材原理に基づく女性政策である。第3に女性政策は県庁レベルと普及支援セン
ターレベルでは異ならざるを得ない。県庁レベルの事業は、見える女性農業者を対象とし、ネット
ワークを駆使して参加者を募り、全県的に「見える化」が図られている。広報活動という側面もあ
る。しかし普及支援センターレベルでは点在して見えない女性農業者が対象である。点在する見えな
い女性農業者をリストアップで「見える化」するところから始まる。生活改善普及事業で用いられた
手法も有効的に採られているが、普及手法としてはいまだ模索段階にある。第4に、これらは農林水
産省の女性政策では農業女子プロジェクトに代表される第3期に対応しよう。就業人口の激減がその
背後にある。
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第5節農村女性政策の多様化
本章では、山口県、長野県、福岡県を事例として、県レベルの農村女性政策の多様化を明らかにし
た。ただし各県の政策の全体像というよりも、類型化を図るべく、それぞれ異なる視点から取り上げ
た。山口県をグループ型、長野県を女性農業士型、福岡県を農業女子型として説明した。ここで3県
の比較をまとめておく。
第1に、女性政策の基本的な枠組は共通する。男女共同参画、農政、普及である。これらはそれぞ
れ「男女共同参画計画」 「食料・農業・農村計画」 「協同農業普及事業の実施に関する方針」に表明
されている。ただし農村女性ビジョンは、山口県と長野県にあり、福岡県にない。
第2に、他方で農村女性政策における 3県の間の相違も大きい。山口県をグループ型、長野県を女
性農業士型、福岡県を農業女子型としたが、それは農政の基本が相違するからである。グループ型と
した山口県の女性政策は、集落営農を重視する農政からきている。福岡県の農業女子型は園芸農業の
展開のためであった。いずれも農業の方向が明確であった。長野県はこれらに比べると県農政の基本
計画に女性への言及が少なく、位置づけが曖昧である。県内の農業地域がそれぞれの特徴を有し、難
しいのかもしれない。
第3に、これは行政組織の上にも反映する。山口県には農林水産部のなかに農山漁村・女性対策推
進室と農林水産政策課女性企業育成班があり、福岡県には農林水産部の経営技術支援課女性農業者支
援係が設置されているが、これは都道府県のなかでは少数派である。他の多くの都道府県は長野県と
同様に、女性という名称を付けた係・班がない。長野県では農政部農村振興課担い手育成係が農村女
性政策を担当する。また普及事業に共通するのは組織の縮小と技術・経営の璽視である。
第4に、農村女性像にも違いがみられた。山口県と長野県は農村女性であるが、福岡県は女性農業
者である。山口県は農村女性をグループ中心に組織化し、長野県は農村生活マイスターが組織化の中
心となっていた。山口県と長野県では女性組織が地域から県へと、ピラミッド状になり、女性政策を
県と共同で担っていた。しかし福岡県の若手女性農業者は点在し、今のところ県レベルでの組織はな
い。むしろ農業女子はネットワークでの組織化を目指している。
第5に、組織化の違いは他方でその時々の組織化の課題の反映でもある。山口県のグループ中心型
では生活改善グループが原点にあった。生活原理による組織化で、地域も強調された。既存の組織に
新しい活動を持ち込んでいる。長野県の農村生活マイスターの制度はグループ活動の停滞への対応と
して生まれ、社会参画が目的となった。人権原理が基調となった。そして福岡県の女性農業者は園芸
農業の担い手という位置づけで、人材原理が支配する。ここでは点在する女性農業者の「見える化」
から事業が始まる。
第6に、グループ・女性農業士・農業女子という 3区分は、 3県を類型化するために強調したが、
現実にはいずれの県にも存在する。これらは年齢や世代によって区切られており、 3県に共通する。
それゆえ、グループと女性農業士の関係、グループ・女性農業士と農業女子の関係においては、似た
ような特徴や問題が露見する。若手女性農業者への対応が迫られているのは、 3県とも同じである。
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おわりに
本論文は農村女性政策を、農林水産省レベルでの展開と、都道府県レベルでの多様化によって説明
した。最後に 3点を補足しておく。
第1に、農村女性政策を、生活原理・人権原理・産業（人材）原理を基準として展開と多様化を
扱ったが、 3原理は女性政策においてはお互いに相補すべきものである。第2期の「中長期ビジョ
ン」では、女性の地位向上という人権原理と農山漁村型ライフスタイルという生活原理が用いられて
いた。現在の女性政策は、男女共同参画基本法という人権原理と食料・農業・農村基本法という産業
原理のもとにあるが、生活・人権・産業のなかに女性政策があるという全体性は見失われてはならない。
第2に、都道府県の女性政策の類型化では農村女性像に注目してグループ・女性農業士・農業女子
と分け、これを女性政策の基礎にある原理と対応させた。しかし本論文は類型化に傾注し、類型成立
の説明は不十分であった。部分的には女性の就業構造、農政課題、普及制度などによって、類型化の
説明を行った。しかしそれも不十分であるばかりでなく、他の要因は触れることすらできなかった。
特に財政は、農林水産省レベルと都道府県レベルで、女性政策の展開の大きな制約因となっている。
普及事業の縮小の影響はきわめて大きい。
第3に、政策の対象である農村女性については、全く触れることができなかった。政策が農村女性
に及ぽした影響、農業経営・家族・地域など女性が置かれた実態、そして男性などである。就業構造
においてわずかに言及した程度であった。今後の課題としたい。
付記
本研究は、明治大学社会科学研究所特別研究費（第3種） (2014年度）「都道府県における農村女性政策
の展開と農村女性の社会変化」、科学研究費助成事業（基盤研究 (B))(2014-17年度）「農家女性の現状
と政策に関する総合的研究」の助成を得た。
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